
はじめに

１． 麒麟麦酒の設立と終戦直後までの発展（１９０７－１９５１年）

■ 創立より関東大震災後の再建過程（１９０７－１９３４年）

① 麒麟麦酒前史と米井源治郎時代（１９０７－１９１９年）

② 関東大震災後の再建と伊丹二郎時代（１９２３－１９４２年）

■ 戦時期と終戦直後の麒麟麦酒（１９３５－１９５１年）

① 戦時下の経営と配給制度によるビール消費層の拡大

② 磯野長蔵時代（１９４２－１９５１年）と大日本麦酒の解体（１９４９年）

２． 麒麟麦酒のシェア拡張期（１９５１－１９８４年）

■ 高度成長期と急速なシェア拡張時代（１９５１－１９７３年）

① 川村音次郎時代（１９５１－１９６６年）：トップシェア獲得とタカラ

・サントリーの参入

② 時国益夫時代（１９６６－１９６９年）：「キリンラガー神話」の確立

③ 高橋朝次郎時代（１９６９－１９７３年）：シェア６０％台とキリン・

シーグラムの設立

■ 低成長経済への対応と多角化（１９７３－１９８４年）

① 佐藤保三郎時代（１９７３－１９７８年）：オイルショックと第１次多

角化

② 小西秀次時代（１９７８－１９８４年）：第２次多角化の始動と容器戦

争

３． 麒麟麦酒の第１次・第２次シェア衰退期（１９８４－２００１年）

日本ビール業界への警鐘
――麒麟麦酒１００年に見る日本ビール業界の課題――

山 口 一 臣

― ―１５



■ バブル経済期の第１次シェア衰退期（１９８４－１９９２年）

① 朝日麦酒のシェア低迷と「スーパードライ」の発売（１９８７年）

② 本山英世時代（１９８４－１９９２年）：フルライン戦略と「一番搾

り」の発売（１９９０年）

■ バブル経済崩壊後の第２次シェア衰退期（１９９２－２００１年）とト

ップシェア喪失

① 真鍋圭作時代（１９９２－１９９６年）：「キリンラガー」のセンタリ

ング作戦と生化

② 佐藤安弘時代（１９９６－２００１年）：マルチブランド戦略と「麒麟

淡麗」の発売（１９９８年）

４． 麒麟麦酒のシェア復活期（２００１年―２０１０年）と日本ビール業界の

課題

■ 第三のビールによるトップシェア奪還

① 荒蒔康一郎時代（２００１－２００６年）：「新キリン宣言」と「のど

ごし＜生＞」の発売（２００５年）

② 加藤壹康時代（２００６年－２０１０年）：「KV2015」の発表と「キ

リン・サントリー統合」破談

■ 麒麟麦酒１００年に見る日本ビール業界の課題

① 戦後のシェア競争激化時代における課題

② M&A によるグローバル競争時代における課題

はじめに

日本ビール業界は，競争が熾烈する中での首位交替劇を目まぐるしく展

開した興味深い事例である。まず１９０６（明治３９）年，札幌麦酒，日本麦酒，

大阪麦酒の三社合併により設立された大日本麦酒が，戦前期を通じてシェ

ア７０％以上を確保する独占的状態を形成した。その大日本麦酒が，戦後
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の１９４９（昭和２４）年に過度経済力集中排除法により朝日麦酒と日本麦酒

（１９６４年にサッポロビールに社名変更）に分割され，これに１８８５（明治１８）年

のジャパン・ブリュワリー創立以後にキリンブランドを使用し，大日本麦

酒に統合されることなく戦後を迎えた麒麟麦酒が加わり，３社体制となっ

た。１９５３（昭和２８）年当時は，原料配給の関係で３社のシェアは同率とな

ったが，それ以降は麒麟麦酒が独走し，ピーク時の１９７６年にはシェア

６３．８％の圧倒的存在となり，独占禁止法による企業分割も取りざたされ

た典型的な「ガリバー企業」に成長した。これに対して，１９８５（昭和６０）

年にはシェアが９．６％にまで落ちてどん底状態にあった朝日麦酒が，１９８７

（昭和６２）年に起死回生の「スーパードライ」を発売して大ヒット商品と

なり，遂に２００１年にはビール・発泡酒市場でシェア３８．７％を占め，実に

１９５４（昭和２９）年に麒麟麦酒がビール業界のトップシェアを初めて獲得し

てから約半世紀（４８年）ぶりに念願の首位の座に付いた。しかし，業界第

２位に甘んじていた麒麟麦酒が，２００５年に発売した第三のビール「のどご

し＜生＞」の大ヒットにより，再び２００９年にはシェア３７．５％を獲得して

トップの地位を奪還した。

本稿は，１９０７年の設立以来，約１００年の歴史を持つ麒麟麦酒の発展過程

を，①設立と終戦直後までの発展（１９０７－１９５１年），②シェア拡張期（１９５１－

１９８４年），③第１次・第２次シェア衰退期（１９８４－２００１年），④シェア復活

期（２００１－２０１０年）の以上４つに時期区分して，各歴代社長時代における

主要な戦略を分析していく。これによって，同社シェアの変動要因を解明

するとともに，日本ビール業界を代表する麒麟麦酒と米国ビール業界を代

表するアンハイザー・ブッシュ社を対比させ，日本ビール業界の戦後にお

けるシェア競争激化時代，および M&A によるグローバル競争時代にお

ける課題を提言すること，それが本稿のメインテーマとなる。
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１． 麒麟麦酒の設立と終戦直後までの発展（１９０７－１９５１年）

■ 創立より関東大震災後の再建過程（１９０７－１９３４年）

① 麒麟麦酒前史と米井源治郎時代（１９０７―１９１９年）

横浜市中区山手の閑静な住宅街の中の「キリン公園」と名づけられた小

さな公園の一角に，高さ３メートル以上もある「麒麟麦酒開源記念碑」が

屹然として建っている。キリンビール発祥の地であり，日本のビール産業

がこの横浜から始まったことを象徴する堅牢な記念碑でもある。

１８５３年のペリー来航に続く開国によって，貿易港である横浜の外国人

居留地には多くの西洋人が集まった。彼らのために輸入されたビールは少

しずつ日本人にも飲まれるようになったが，輸入ビールは運賃や関税で価

格が高く，品質の劣化も少なくなかった。居留地に住む外国人が，「この

横浜で製造しよう」と立ち上がったのも自然の成り行きであった。横浜の

居留地で本格的にビールを醸造したのは，ノルウェー生まれのアメリカ人

ウィリアム・コープランドであった。「日本ビール産業の祖」とも呼ばれ

るコープランドは１８７０（明治３）年，天沼（当時のキリン公園付近の地名）に

湧き水を見つけ，「スプリングバレー・ブリュワリー」というビール醸造

所を開設した。この土地で後に「キリンビール」が創設されることになり，

記念碑が建っているゆえんである。

日本の食文化が少しずつ洋風化へと向かうなかで，ビールの国内需要が

一層の拡大を見込まれた。そうした中で１８８５（明治１８）年，コープランド

が創設したスプリング・ブリュワリーが共同経営者ヴィーガントとの訴訟

問題を契機に経営状況が悪化したため，その醸造所の土地と建物を引き継

ぎ，在留外国人によってジャパン・ブリュワリー・カンパニー (JBC) が設

立された。香港法人として設立された JBC は，キリンビールの前身とな

る会社だが，三菱社長の岩崎弥之助をはじめ第一銀行の渋沢栄一ら９人の

日本人も株主として参加した。JBC は国内販売のための代理店選定を急
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ぎ，イギリスで商務を学んで帰国後に明治屋を創設した磯野計と，１８８８（明

治２１）年に国内販売の総代理店契約を結んだ。こうして同年５月から，ラ

ベルに麒麟を採用した JBC のビールは「キリンビール」として発売され

たが，このラベルデザインはそれ以後，現在まで続くラベルの原型となっ

ている。

日清戦争後の好景気でビール需要が高まり，日本各地で多数のビール会

社が創設されて１９００年までにビール醸造会社の数は１００を超えており，

シェア争いは当時も激化していた。こうしたビール事業者に大打撃を与え

たのが，１９０１（明治３４）年に制定された麦酒税法であった。この法律によ

って零細のビール醸造業者は瞬く間に淘汰され，１９０１年末には国内麦酒

業者は２３社までに激減したが，大手同士の競争は逆に激しさを増すこと

になった。そこで持ち上がったのがビール大手の合同による大独占体を形

成しようという構想であった。こうして１９０６（明治３９）年，札幌麦酒，日

本麦酒，大阪麦酒の三社が合同し，シェア７割の大日本麦酒株式会社が設

立された。しかし，JBC はこの合同には加わらず，明治屋の社長であっ

た米井源治郎は JBC の事業を引き継いで新会社を設立することを決意し，

そして翌１９０７（明治４０）年２月，岩崎家や三菱・明治屋関係者らによって

麒麟麦酒株式会社が誕生したのである。

麒麟麦酒が創立された１９０７年は折しも恐慌の年であり，その中で経営

の歩みを始めたことになるが，ビールの国内需要は１９１２年まで増減を繰

り返していた。図表１は，１９０７－１９２３年におけるビール国内需要の推移

と麒麟麦酒のシェアを示したものであるが，翌１９１３年から第１次大戦の

勃発時にかけてビール需要は拡大し，１９２３（大正１２）年の関東大震災まで

爆発的な伸びを見せていた。だがビールの国内需要の動向とキリンのシェ

アは比例せず，麒麟麦酒創立の１９０７年から１９１８年までは全体的に低下傾

向をたどり，１９．６％から１３．３％に落ちていた。もちろん，圧倒的なシェ

アを握っていたのは，大日本麦酒であった。しかし，麒麟麦酒が堅持する
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「堅実経営」と「品質本位」の二大理念が，この強力なライバル大日本麦

酒の圧力に苦しむ逆境の中で形作られたことを忘れてはならない。良い品

質のビールで利益を確保し，優良財務体質を守るという経営姿勢は，大日

本麦酒のような巨大な敵には奇策や小細工では対抗できないという認識か

ら生まれたのである。

② 関東大震災後の再建と伊丹二郎時代（１９２３－１９４２年）

１９１８年に至るまで，麒麟麦酒のシェアが低下傾向をたどった理由のひ

とつは生産面にあった。輸送や工業用水などの点から見て，立地条件の悪

図表１ ビール国内需要の推移と麒麟麦酒のシェア
（単位：石，％）

国内需要 麒麟麦酒造石高 シェア

１９０７（明治４０） １７６，３６８ ３９，５１７ １９．６

１９０８（明治４１） １４１，３９３ ３２，７８３ ２０．１

１９０９（明治４２） １３２，８１９ ２９，４９９ １９．６

１９１０（明治４３） １３８，１６３ ２９，３７０ １８．９

１９１１（明治４４） １８３，４６５ ３０，４８７ １７．１

１９１２（大正元） １３８，５３４ ３３，３４０ １７．０

１９１３（大正２） ２０７，６５６ ３７，１８５ １６．８

１９１４（大正３） ２１９，７７３ ４１，９１５ １７．６

１９１５（大正４） ２２０，７０７ ４１，０１５ １６．５

１９１６（大正５） ２９８，８９５ ４９，３９９ １３．９

１９１７（大正６） ３３５，６００ ６１，０５７ １４．５

１９１８（大正７） ３９９，３０９ ６７，９７４ １３．３

１９１９（大正８） ５８２，９４５ １１６，５４４ １７．２

１９２０（大正９） ５０８，０３３ １１０，９１０ ２０．２

１９２１（大正１０） ６０２，２６０ １２７，０１２ １９．４

１９２２（大正１１） ７３１，２８８ １４５，００１ １９．０

１９２３（大正１２） ７８２，１９５ １７０，３９５ ２１．１

（出所） キリンビール株式会社広報部社史編纂室，『キリンビールの歴史
［新戦後編］』キリンビール株式会社，１９９９年，p. 33。
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い横浜山手工場だけにビールの生産を頼っていたことによる。しかしこの

問題は，大消費地の関西市場の拡大するビール需要に対応するため，１９１８

年の神崎工場（１９４９年に尼崎工場と改称）の建設によって解消され，１９１９

年以後のシェアの上昇をもたらすことになった。また第１次大戦の直前か

ら大戦好況の最中にかけて，ビール業界に新規参入業者があったことも市

場シェア低迷を招いた原因であり，１９１２年には帝国麦酒，１９１９年には日

英醸造と東洋醸造が設立された。このうち，仙台の東洋醸造は麒麟麦酒が

１９２３年に買収し，同社の仙台工場を手に入れたが，これは東北市場の需

要増に対応できる生産能力の拡大を果たし，仙台工場買収の効果は大きか

った。

図表２は，１９２４－１９３４年におけるビール各社の生産シェアの動向を示

したものであるが，麒麟麦酒のシェアは１９２４年を底に上昇し始め，特に

１９２６年以降はそれまでの１０％台から２０％台をキープしていたことが明

らかである。これは，他社の震災による生産減に対し，麒麟が神埼・仙台

図表２ ビール各社の生産シェアの動向
（単位：％）

大日本麦酒 日本麦酒鉱泉 帝国麦酒 日英醸造 麒麟麦酒

１９２４（大正１３） １８

１９２５（大正１４） １９

１９２６（昭和元） ２０

１９２７（昭和２） ５６ ９ ９ ２ ２０

１９２８（昭和３） ５５ １０ ８ ２ ２５

１９２９（昭和４） ５４ １０ ７ ２ ２７

１９３０（昭和５） ５２ １３ ５ ３ ２７

１９３１（昭和６） ４８ １４ ９ ３ ２６

１９３２（昭和７） ４６ １６ ９ ３ ２６

１９３３（昭和８） ５４ １０ ８ ３ ２５

１９３４（昭和９） ６４ ― ９ １ ２６

（出所）『キリンビールの歴史［新戦後編］』p. 47。
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両工場の生産増加に総力を挙げたこと，また震災で壊滅的に破壊された横

浜山手工場の再建を断念し，それに代わる横浜新工場（生麦）が１９２６年

に完成し，生産を開始したことが影響していた。しかし，震災後の各ビー

ル会社の新工場建設ラッシュによる供給過剰に伴う乱売戦の中で，麒麟麦

酒創立以来の一手販売制のあり方が問題となっていた。一手販売制の下で

は，とかく総代理店は堅い取引先を守って確実に歩合を稼ぐ姿勢に固執し

たがり，売掛債権増加のリスクを覚悟してでも市場を喰い取って奨励金を

稼ぐという荒っぽい取引は避ける傾向にあった。麒麟麦酒にとっての明治

屋もそうであった。ところが麒麟麦酒としては，乱売戦のプレッシャーを

受けている上に，横浜新工場の巨大な固定資産の重さが損益分岐点を引き

上げ，高水準の稼働率と販売高のアップを強く求められていた。こうして

遂に１９２６年，明治屋は１８８８（明治２１）年以来約４０年間保持し続けたキリ

ンビールの一手販売権を麒麟麦酒に返還し，麒麟麦酒が製造・販売一体の

統合体制を組んで乱売戦に対処することとなったのである。

上記調印の当事者は，明治屋社長の磯野長蔵と麒麟麦酒社長の伊丹二郎

であった。伊丹はアメリカのペンシルべニア，バージニア大学で学び，日

本郵船に勤務，専務にまで昇進したが，１９１７年に同社を辞任し，１９２１年

に麒麟麦酒の取締役に就任，１９２３年に会長昇格，１９２５年の会長制から社

長制への移行に伴い社長に就任していた。社長になったばかりで明治屋と

の調印に望んだ伊丹は，以後，１９４２年に病気で退陣するまで１９年の長き

にわたり，麒麟麦酒発展のために貢献することになる。

■ 戦時期と終戦直後の麒麟麦酒（１９３５－１９５１年）

① 戦時下の経営と配給制度によるビール消費層の拡大

昭和に入ると日本経済は不況に陥り，ビール需要も激減していき，販売

競争が激しさを増すなかで採算を無視した乱売も行われ，市場が混乱する

とともに各社の収益は悪化していった。そこで１９２８（昭和３）年，麒麟麦
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酒は大日本麦酒などとともに生産数量及び販売価格に関する協定を締結し

た。ところが１９３０（昭和５）年以降，日本麦酒鉱泉や桜麦酒が相次いでこ

の協定を脱退し，独自の方針で生産・販売するようになり，さらに低価格

のビールが発売されるなど，市場はますます混乱していった。その後，日

本経済は軍需景気と中国大陸進出の景気に潤い続けた。ビール業界もその

例にもれず，１９３１（昭和６）年を底に生産高は増加し続け，１９３９（昭和１４）

年には戦前期のピークに達し，キリンの生産高シェアも同年には２６．６％

となった。ビール消費量の拡大に対応して，１９３８年には広島工場を建設

し，これによって麒麟麦酒は，横浜，神崎，仙台，広島の４工場体制を確

立した。１９４４年から４５年へと戦争は破局に向かい，軍需産業の拡大で農

村労働力が不足し，これに朝鮮・台湾からの農作物移入量が減少して食糧

事情が悪化したため，１９４５（昭和２０）年５月の大蔵省によるビールの配給

停止措置で各社はビール醸造の中止を余儀なくされた。しかし，戦時中の

ビール配給と軍需が，戦後のビール大衆化を促すきっかけとなったことは

間違いないであろう。

戦前，ビールはまだまだぜいたく品で，その販売は大都市が中心であり，

せいぜい地方都市どまりであったが，配給制度によってビールは日本全国

いたるところ，農村にも漁村にも姿をあらわすようになった。こうして，

かつてビールとは無縁であった僻遠の農村，漁村でも人々はビールを飲む

ようになった。戦時中，家庭配給とともに当局が重視したのは「産業戦

士」への配給であった。「産業戦士」とは，軍需工場などの重要産業生産

部門で働く人たちのことであるが，多くは徴用兵と動員学徒であった。ま

ず１９３９（昭和１４）年の「国家総動員法」にもとづいて強行された労働政策

の一環として発動された徴用制度によって，軍需工場へ動員された徴用工

は合計１６０万人にのぼった。その後，１９４４（昭和１９）年８月に「学徒勤

労令」「女子挺身勤労令」が公布されて２００万人近い数が動員され，それ

以後敗戦までに，その数は３００万人以上に達した。戦争の進行とともに食
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糧事情はさらに悪化したが，軍人・労働者の飲む楽しみを奪うことはでき

ないので，ビールの製造・販売は統制下に継続を許され，転廃業などの措

置はとられなかった。また戦中戦後のビール会社の販売員は，地方へ行く

と「戦地でビールの味を覚えました」という述懐を聞くことがしばしばで

あったという。軍用と配給の両面でビールの先例を受けた人々が，ビール

消費層の新たな拡大に協力する時代があったことは極めて重要な事実であ

ったと云えよう。

② 磯野長蔵時代（１９４２－１９５１年）と大日本麦酒の解体（１９４９年）

１９４５年の終戦の段階で，麒麟麦酒の発行済株式総数は２１万６，０００株，

そのうち明治屋と磯野家一族に株式総数の３１．１％，三菱財閥の岩崎久弥

家に８．４％が集中していた。明治屋の株式の約７５％は磯野合名と磯野家

の所有下にあったから，麒麟麦酒は磯野，岩崎両家の会社だといってもよ

い状態であった。しかし，占領政策の中でも強力に打ち出された経済民主

化策として財閥解体が遂行された結果，財閥家指定を受けた岩崎家は麒麟

麦酒の株式をすべて手放した。磯野家は財閥家族指定を受けたわけではな

いが，１９４７年４月公布の独占禁止法により，金融機関以外の事業会社に

よる他社株式取得が禁止されたため，明治屋，磯野一族の所有する麒麟麦

酒の株式も大幅に減少した。その結果，１９４９年の段階で，麒麟麦酒の発

行済株式数は１６０万株，明治屋，磯野家一族の持株比率は６．４％，岩崎家

ゼロ，金融機関３５．６％となった。岩崎家，明治屋，磯野家一族の手放し

た株式は，結局，銀行，証券会社等の金融機関や一般株主の所有に帰し，

麒麟麦酒の株主構成は大きく変化したのである。

終戦後，まもなくビールの仕込みは再開されたが，あらゆる資材や原料

が不足し，生産量は戦前ピーク時の３分の１にも満たなかった。ビール生

産に回復基調がみられたのは１９４９年で，この年，全国の料飲店やビヤホ

ールの再開が許可され，酒類も原則自由販売となって，ビール産業をめぐ
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る環境は著しく好転した。しかし，GHQ（General Headquarter. 連合国軍最

高司令官総司令部）による政策は，日本ビール産業の構造を一変させること

になる。その引き金となったのが，１９４７（昭和２２）年に公布施行された「過

度経済力集中排除法」（集排法）であった。この集排法によって，大日本麦

酒株式会社は日本麦酒と朝日麦酒という２つの新会社に分割され，日本麦

酒が，ビールについてはエビス，サッポロ，清涼飲料についてはリボンを，

朝日麦酒が，ビールについてはアサヒ，ユニオンを，清涼飲料については

三ツ矢のブランドをそれぞれ分け持った。この大日本麦酒の２分割は，お

そらく麒麟麦酒にとって創業以来の最大の環境変化となった。

図表３および図表４に見るように，何しろ国内ビール生産能力の７０％

台を集中する大日本麦酒を前に，麒麟麦酒は一貫して競争上の弱者である

ことを余儀なくされていたのであり，この大日本麦酒解体は，麒麟麦酒が

初めて飛躍のチャンスを与えられたといっても過言ではなかった。端的に

云えば，「有利な競争環境」が出現したのであり，ビール業界が３社に分

割された１９４９（昭和２４）年に，ビール市場をめぐる３社鼎立（日本麦酒

３８．６％，朝日麦酒３６．０％，麒麟麦酒２５．３％）の自由競争時代がスタートした

のである。麒麟麦酒は，自由競争時代の到来に当って特約店の強化に努力

を傾けた。日本麦酒の特約店が東日本，朝日麦酒が西日本中心であったの

に対し，キリンは北海道，南九州３県以外の全国に特約店を設け，同時に

図表３ 終戦直後のビール生産高とシェア
（単位：�，％）

大日本麦酒 麒麟麦酒 計

１９４５（昭和２０） ６５，５２０（７９） １７，４６０（２１） ８２，９８０（１００）

１９４６（昭和２１） ７２，８４０（７６） ２２，９５０（２４） ９５，７９０（１００）

１９４７（昭和２２） ６８，８００（７４） ２３，８００（２６） ９２，６００（１００）

１９４８（昭和２３） ６７，８００（７５） ２３，１００（２５） ９０，９００（１００）

１９４９（昭和２４） １０２，７３０（７５） ３５，１６０（２５） １３７，８９０（１００）

（出所）『キリンビールの歴史［新戦後編］』p. 56。
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設備の拡張による生産能力の増加にも踏み切り，こうした積極策が麒麟麦

酒のその後のシェア拡張の飛躍につながったのである。

１９４２（昭和１７）年，伊丹二郎社長が病気で倒れたため，同年７月，伊丹

に代わって磯野長蔵が麒麟麦酒の社長に就任した。磯野は１９１９年より明

治屋の社長であり，したがって二つの会社の社長を兼ねることになった。

磯野新社長を補佐したのは，１９４３年５月，三菱商事産業部長から麒麟麦

酒の専務取締役に転じた川村音次郎であった。この人事には，当時の三菱

本社社長岩崎小弥太の強い意向が働いたといわれるが，この磯野社長―川

村専務体制の下で，麒麟麦酒は戦中・戦後の長い苦難の過程を乗り越えた

のであった。

２． 麒麟麦酒のシェア拡張期（１９５１－１９８４年）

■ 高度成長期と急速なシェア拡張時代（１９５１－１９７３年）

① 川村音次郎時代（１９５１－１９６６年）：トップシェア獲得とタカラ・サン

トリーの参入

図表５は，１９５４－１９８２年における麒麟麦酒のビール庫出量とシェアの

推移，図表６は，１９４９－１９９８年におけるビール各社の市場シェア推移を

図示したものであり，また図表７は，麒麟麦酒の戦後の歴代社長とその在

任期間を一覧にして示したものである。

１９５１（昭和２６）年７月，新しい市場環境にふさわしい戦略確立の必要な

時点において，麒麟麦酒の首脳陣が交代した。すなわち，１９４２年以来社

長の地位にあった磯野長蔵が会長に昇格し，川村音次郎専務が社長に就任

した。また自由競争による健全な発展を目指したキリンは，生産・販売量

が完全に自由化された１９５４年に，朝日麦酒の３１．５％，日本麦酒の３１．３％

を抜いて３７．１％となってトップシェアを獲得した。さらに１９５６（昭和３１）

年から１９６４（昭和３９）までの高度経済成長期に，ビール需要は年平均成長

率２０．６％という驚異的な伸びを示し，そうした環境の中で「品質本位」
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図表５ 麒麟麦酒のビール庫出量とシェアの推移
（単位：�，％）

麒麟麦酒庫出量 全国庫出量 麒麟麦酒シェア

１９５４（昭和２９） １４４，９２０ ３９０，２６１ ３７．１

１９５５（昭和３０） １４８，９６５ ４０３，３９２ ３６．９

１９５６（昭和３１） １８８，８２５ ４５２，１４０ ４１．８

１９５７（昭和３２） ２３２，０２８ ５５１，５０８ ４２．１

１９５８（昭和３３） ２４５，３２９ ６１５，５２１ ３９．９

１９５９（昭和３４） ３１６，２１２ ７４４，９４８ ４２．４

１９６０（昭和３５） ４１０，７４５ ９１９，３１３ ４４．７

１９６１（昭和３６） ５１３，４８７ １，２３２，５５４ ４１．７

１９６２（昭和３７） ６６７，４７４ １，４７８，１０１ ４５．２

１９６３（昭和３８） ７８４，５４３ １，６８７．３６９ ４６．６

１９６４（昭和３９） ９２０，２３７ １，９９３．４７６ ４６．２

１９６５（昭和４０） ９５０，７６８ １，９９２．９７３ ４７．７

１９６６（昭和４１） １，０７８，７１３ ２，１２２．６１９ ５０．８

１９６７（昭和４２） １，１９０，９６４ ２，４１１．２２３ ４９．４

１９６８（昭和４３） １，２９５，２５６ ２，５２５．７０９ ５１．３

１９６９（昭和４４） １，４５５，０３７ ２，７３０．７０３ ５３．３

１９７０（昭和４５） １，６４６，６３０ ２，９７２．６４５ ５５．４

１９７１（昭和４６） １，７９７，７３８ ３，０５２．５１４ ５８．９

１９７２（昭和４７） ２，０５３，９９５ ３，４１５．７７５ ６０．１

１９７３（昭和４８） ２，３２３，３０３ ３，７８６．０４６ ６１．４

１９７４（昭和４９） ２，２５７，６１１ ３，６０７，７８５ ６２．６

１９７５（昭和５０） ２，３８６，８８３ ３，９２７，８０６ ６０．８

１９７６（昭和５１） ２，３２２，９５７ ３，６３９，１０１ ６３．８

１９７７（昭和５２） ２，５５４，７２５ ４，１２３，７７６ ６２．０

１９７８（昭和５３） ２，７５１，６５９ ４，４２９，９５８ ６２．１

１９７９（昭和５４） ２，８１６，４９３ ４，４７５，０５６ ６２．９

１９８０（昭和５５） ２，８０７，８８９ ４，５１２，６８１ ６２．２

１９８１（昭和５６） ２，８９３，４７７ ４，６１６，４１１ ６２．７

１９８２（昭和５７） ２，９４８．２３１ ４，７３３，５１３ ６２．３

（出所）『キリンビールの歴史［新戦後編］』p. 70, 93, 105。
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を貫くキリンビールは人気を集め，１９６６（昭和４１）年には全国９工場体制

（戦前の４工場に加え，王子，名古屋，高崎，福岡，京都の各工場）でシェアが

５０％台を突破し，その後もシェアは上昇し続けた。

１９５４年に，麒麟麦酒が日本麦酒，朝日麦酒両社のシェアを追い越した

要因としては，１－２年ごとに工場を新増設して生産能力を増強したこと，

販売面では手形決済方式を徹底するなど取引正常化に努力したこと，さら

に「うそをいわぬこと，下品にならぬこと，他の悪口をいわぬこと」の広

告三原則を掲げて広告宣伝活動に取り組んだことなどが指摘されている。

また物流面でも，自社ビン・自社箱制復活を機にプラスチック製通い箱

図表６ ビール各社の市場シェア推移（１９４９－１９９８年）

（出所） 清丸恵三郎著『スーパードライ VS 発泡酒』東洋経済新報社，１９９９年，p. 40。

第１次
シェア衰退期

第２次
シェア衰退期ビール消費拡大期＝キリン，シェア拡張期

１
９
４
９
年

１
９
５
０
年

１
９
５
５
年

１
９
６
０
年

１
９
６
５
年

１
９
７
０
年

１
９
７
５
年

１
９
８
０
年

１
９
８
５
年

１
９
９
０
年

１
９
９
５
年

１
９
９
８
年

日本ビール業界への警鐘

― ―２９



（Ｐ箱）を導入し，さらに同じパレットに載せたまま製品を輸送する一貫

パレチゼーションや出荷事務の機械化にも取り組み，輸送力の向上と輸送

コストの削減を実現した。

しかし，１９５７（昭和３２）年に宝酒造がタカラビールの生産・販売を開始

し（１０年後の１９６７年に撤退），１９６３年４月にはサントリービールが発売さ

れると国内のビールメーカーは５社となり，１９３２年以来長く続いた２社

ないし３社の寡占体制は打ち破られた。この３社寡占体制の崩壊とテレビ

等での大量宣伝方法の普及によって，ビールの販売競争は１９６３年以後一

挙に激化し，競争手段は，各社とも新容器や新しい濾過技術の採用，ラベ

ルの更新や商品面の工夫によるものとなった。

② 時国益夫時代（１９６６－１９６９年）：「キリンラガー神話」の確立

日本麦酒（１９６４年にサッポロビール株式会社と社名変更）が１９６３年に売り

出した大容器（普通大瓶３本分）の生ビール「サッポロジャイアンツ」，朝

図表７ 麒麟麦酒の戦後歴代社長と在任期間

氏 名 社長在任期間 主要トピック

磯 野 長 蔵
川村音次郎
時 国 益 夫
高橋朝次郎
佐藤保三郎
小 西 秀 治
本 山 英 世
真 鍋 圭 作

佐 藤 安 弘
荒蒔康一郎
加 藤 壹 康

１９４２―１９５１年
１９５１―１９６６年
１９６６―１９６９年
１９６９―１９７３年
１９７３―１９７８年
１９７８―１９８４年
１９８４―１９９２年
１９９２―１９９６年

１９９６―２００１年
２００１―２００６年
２００６―２００７年
２００７―２０１０年

大日本麦酒の２分割
トップシェア獲得
「キリンラガー神話」の確立
シェア６０％台
第１次多角化
第２次多角化
フルライン戦略
センタリング作戦
ラガーの生化
マルチブランド戦略
「のどごし＜生＞」の発売
KV2015

キリンホールディングス初代社長

（出所）『キリンビールの歴史［新戦後編］』資料集，pp. 22-25より作成。
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日麦酒が１９６４年に小瓶入り生ビール「アサヒスタイニー」，サントリーが

１９６７年に「サントリー純生」（瞬間酵母殺菌処理を行わず，ミクロフィルター

で濾過）などが，この時期の販売キャンペーンにおける各社の尖兵であっ

た。これに対して麒麟麦酒は，容器，濾過技術，ラベルなどを次々に変え

て，消費者の目先の欲求をそそるだけの競争に深入りすることを抑制した。

当時の麒麟麦酒は，長年つちかったラガービール重点の品質本位路線が固

定しつつあり，シェア５０％以上でビール業界の勝利者であった。そこに

は，「キリンラガー神話」打破に必死な他社の挑戦を軽視し，「あわてて現

状を変えること」をせず，「消費者の要求にダイレクトに反応する」感度

を鈍らせた「保守主義の姿勢」も見え始めていたのであるが，ともかく

１９６０年代までは，同社の貫禄と落ち着きがダントツの首位独走を可能に

したと云える。

１９６６年１月，川村社長は時国益夫専務に社長職を託し会長に昇格した

が，９月，任期満了を理由に退任した。その翌年，１９６２年に相談役に就任

していた磯野長蔵が病没した。磯野は創業者家族として麒麟麦酒の大株主

でもあり，１９２７（昭和２）年以来，同社のトップマネジメントの中核にあ

って経営の求心力ともいうべき存在であり，戦中・戦後の麒麟麦酒を率い

た磯野・川村の両名が同社首脳部から消え去ったことで，一つの時代を終

えたことになる。

③ 高橋朝次郎時代（１９６９－１９７３年）：シェア６０％台とキリン・シーグ

ラムの設立

１９６０年代半ば以降，ビール生産量の伸びは年率７％程度とやや緩やか

になったが，麒麟麦酒は引き続き積極的な設備投資を行って生産能力を拡

充し，原材料についても良質の麦芽やホップの確保に努めた。品質本位を

貫いたキリンビールは顧客からの高い支持を受け，図表５に見るように，

同社の市場シェアは１９６６年に５０％を突破し，翌年，いったん４９．４％に
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下降するが，１９６８年に再び５１．３％と５０％台を回復すると，以後たゆみ

なくシェアは上昇し続け，１９７２年には１２工場体制となって遂に６０％台

を越え，１９７６年にはキリン年間最高シェアの６３．８％をマークした。この

キリン・シェア伸長の主因が，１９４９年の大日本麦酒分割にあったことは

云うまでもないが，それ以外にも次のような諸点が指摘されている。

①大日本麦酒時代に取引のあった業務用の料理店で，地域的に名古屋は

『日本麦酒』，大阪は『大阪麦酒』といった区分が，分割後２，３年経つ

うちに岐阜あたりでかち合い，「共食い現象」が生じて両社の対立が激化

した。②分割後，日本麦酒は「ニッポンビール」の商標を使い，大日本麦

酒時代にはなかったブランドで不利であったし，一方の「アサヒビール」

は大日本麦酒時代にあったブランドであるが，関西から西に限られて出荷

した商標であったため，これも関東や東北で売るには不利であった。その

点，「キリンビール」は全国に普及していた統一ブランドであったので，

地域的競争にも有利であった。③大日本麦酒時代に業務用で強かった実績

から，分割後も日本・朝日両社の販売が業務用に重点が置かれたのに対し，

麒麟麦酒は経済成長期に需要が急拡大した家庭用に浸透していった。④業

績伸長の過程で麒麟麦酒は全国に工場を建設したが，販売努力とも相俟っ

て工場所在地で常にフレッシュなビールを供給できた。

麒麟麦酒は，１９２８（昭和３）年の「キリンレモン」発売を機に清涼飲料

部門に参入し，１９５４年からは「キリンジュース」の製造・販売も始めて

いた。しかし，ジュースでは朝日麦酒のバヤリースが１９５１年，日本麦酒

のリボンが１９５２年に発売されて後発であったため，ビールのような業界

の覇者たるべき市場の地位を確立するには至らなかった。しかも，１９６０

年代後半以降，ビール消費量の伸びにも陰りが見え，その上，キリンビー

ルの市場シェアは依然６０％台を維持し，独占禁止法に違反するのではな

いかとの声もささやかれる状況にあったため，清涼飲料に次ぐ第三の事業

への参入を追及することになった。
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まず１９６３（昭和３８）年，自動販売サービス株式会社（現・キリンビバレッ

ジ株式会社）を設立し，清涼飲料事業の充実を図った。次いで，洋酒事業

が自由化の対象となった１９６９（昭和４４）年当時，消費者の間では洋酒ブー

ムが起こっていたため，１９７２年にキリン・シーグラム株式会社（現キリン

ディスティラリー株式会社）を設立して洋酒事業にも参入した。翌年には御

殿場工場を完成させ，１９７４年には国産ウィスキー第１号の「ロバートブ

ラウン」を発売し，設立から８年目の１９８０年には黒字化を達成すること

ができた。経営多角化への足取りは，着実に進んでいたのである。

１９６９年３月，時国益夫社長が会長に就任し，後任の社長は高橋朝次郎

専務が受け継いだ。次いで１９７３年９月には高橋社長が会長に，佐藤保三

郎専務が社長に就任し，日本経済が高度成長から低成長時代に突入したこ

の時代，麒麟麦酒の役員構成とメンバーはめまぐるしく変化した。

■ 低成長経済への対応と多角化（１９７３－１９８４年）

① 佐藤保三郎時代（１９７３－１９７８年）：オイルショックと第１次多角化

１９７０年代初頭に物価の高騰が社会問題になると，ビール業界の相次ぐ

値上げは寡占状態における管理価格の疑いがあるとして，国会でも議論の

対象となった。特にシェア６０％を越えていた麒麟麦酒には批判が集中し，

さらに１９７３（昭和４８）年に公正取引委員会の独占禁止懇話会が企業分割

命令を出せるよう独占禁止法を改正すべきであるとの方向性を示し，企業

分割の危機に直面した。またこの年の秋に第１次オイルショックが発生し

て高度経済成長期は終わりを告げ，このときに物価の上昇が相次いだこと

もあって，独占法改正の機運が更に高まった。麒麟麦酒は，ビール業界の

歴史的・構造的背景から自然と寡占に至ったことや寡占の弊害が生じてい

ないことを訴えて企業分割案に反論し，その一方でビールシェアの拡大抑

制策を取った。具体的には，設備投資を抑制し，ビールの広告を自粛しな

がら，品質本位に徹することで企業体としての質的向上を目指したのであ
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る。「量から質への転換」を図る経営に舵を切ると伴に「社会への調和」

を新経営方針として設定した当時の佐藤社長は，１９７４年の春，管理職全

員に対して社長名で送った書簡の中で，自ら「トンネルの中の機関士」と

なって経営に当ると表明して深い感銘を与えたという。

とはいえ，オイルショック以降にビール市場の成長率が３％程度に鈍化

していたこともあって，麒麟麦酒は１９７６（昭和５１）年に広告を再開すると

ともに，高濃度ビール「マインブロイ」などを発売して総需要の拡大に努

めた。結局，改正独禁法は１９７７（昭和５２）年に成立したが，企業分割規定

はシェアの大きさだけでは対象とされず，新規参入障壁などの弊害が生じ

ている場合に適用されることとなり，麒麟麦酒は分割の危機を免れた。そ

の一方で，ビールのシェア抑制で行き場を失った成長力を新たな事業分野

の開拓に積極的に振り向けるようになり，特約店網を有効活用する観点か

ら食品分野への参入を決め，それもトマトジュースと乳製品に的を絞るこ

ととなった。こうして１９７６年，長野トマト株式会社（現株式会社ナガノト

マト）と業務提携し，「キリントマトジュース」を発売，また同年，小岩

井農牧株式会社と共同で小岩井乳業株式会社を設立し，小岩井ブランドの

チーズやバターなどの乳製品の全国販売を始めた。いずれも，キリンと

「価値観を共有できる会社」との提携であり，その精神は現在も引き継が

れているが，この時期の事業多角化は「第１次多角化」と呼ばれている。

② 小西秀次時代（１９７８－１９８４年）：第２次多角化の始動と容器戦争

１９７８年のイラン革命に端を発した第２次オイルショックが起こった年

の４月，佐藤保三郎社長が会長に，小西秀次専務が社長に就任した。２度

のオイルショックを経てビール市場の成熟化が顕著になったため，麒麟麦

酒は新たな経営体質作りを目指して，１９８１（昭和５６）年１２月に「長期経

営ビジョン」を策定した。「嗜好，健康，文化に関連をもつ分野に事業を

拡大し，ビールを核として生活の質的向上に貢献する企業」になることを
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目標に掲げ，そのため過度にビール事業に依存している企業構造をバラン

スのとれたものに改めて収益力の高い優良企業であり続けること，つまり

事業多角化に積極的に取り組む姿勢を明確にした。１９７０年代の「第１次

多角化」は，ビール事業で培った強力な販売網を利用できる食品を中心と

する分野への進出であったが，「長期経営ビジョン」で打ち出された１９８０

年代の「第２次多角化」では，それまで培った技術を核に，医薬・種苗な

どのライフサイエンス分野への進出を目指した点に特徴があった。例えば

医薬分野では，開発科学研究所（１９８２年設置）でエリスロポエチン（EPO.

赤血球増殖因子）の研究を開始し，１９８４（昭和５９）年にはアメリカのアムジ

ェン社との提携でキリン・アムジェン社を設立し，EPO の大量生産に成

功した。

一方，収益力向上をめざしたビール事業は，他社の生ビール攻勢と新容

器による商品開発競争の中で，高水準のシェアを維持し続けていた。しか

しながら，慎重な商品開発，特約店に依存した販売体制，単品大量生産を

前提とした製造・物流体制など，麒麟麦酒の事業体制の問題点も次第に顕

在化しつつあった。「ラガー」中心の麒麟麦酒に対し，サッポロ・朝日・

サントリーの三社は「生ビール（熱処理していないビール）」攻勢をかけ，

市場全体に占める生ビールの比率も，１９７７年の１３％から１９８３年には３３％

にまで伸びていた。更に缶比率の上昇や宅配から店頭購入へといった購買

形態の変化によって，麒麟麦酒はシェア維持が困難になると予測されたた

めに，営業力の強化が急がれた。

また１９８０年代前半，ビール総需要が低迷する中で消費の個性化が進み，

市場はいっそう混迷の様相を深めていった。ビール業界では，１９８０年頃

から容器やデザインの変更による新製品が相次ぎ，そのファッション性や

機能性が消費者の人気を集めていたが，１９８３年に入ると面白容器やキャ

ラクター容器など話題性を持った商品が各社から次々と市場に投入された。

この容器による新商品競争は，若者や女性の感性に訴えるファッション性
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を強調したところに大きな特徴があり，瓶ビールが中心となっていた麒麟

麦酒のシェアを切り崩し，若年層の需要を掘り起こして市場拡大につなげ

る狙いがあった。１９８５年頃になると「容器戦争」も次第に沈静化し，以

後ビール市場では，各社が味と品質による商品戦略への転換を図って中身

の多様化時代に入ることになるが，これを契機に麒麟麦酒のシェアは大き

く後退していくことになったのである。

３． 麒麟麦酒の第１次・第２次シェア衰退期（１９８４－２００１年）

■ バブル経済期の第１次シェア衰退期（１９８４－１９９２年）

① 朝日麦酒のシェア低迷と「スーパードライ」の発売（１９８７年）

大日本麦酒が１９４９年に分割されて設立された朝日麦酒では，図表６に

見るように，１９５４年に麒麟麦酒に追い抜かれて以後さまざまな対抗策を

講じてきたが，失った企業別シェアを回復させることはできず，１９６９年

には２０％を切って１８．９％のシェアを記録する。１９７０年代に入ると減少

のスピードはやや緩やかになったものの，やはり下げ止まることはな

く，１９８５年にはついに９．６％にまで落ち込んでしまう。これに対して，

朝日麦酒から特約店を開放され，ビール業界への参入が比較的順調であっ

たサントリーの企業別シェアは，１９８５年に９．２％にまで上昇してきてお

り，朝日麦酒は業界４位に転落する危機に直面していた。

こうした危機を逃れ，再び企業別シェアを回復させていくため，朝日麦

酒は１９８５年に５，０００人を対象とした大規模なマーケティング調査を行う。

これは，これまでどおりの対抗策では反転の大きな足がかりが築けず，業

界４位に転落してしまう危険性があったことから，消費者ニーズを改めて

正確に把握し直そうとして行われた嗜好・味覚調査であった。この結果，

苦味だけでなく口に含んだときの味わい「コク」と喉越しの快さ「キレ」

の２つが消費者ニーズのキーワードとして浮かび上がり，朝日麦酒では「コ

ク」がありながら「キレ」のあるビールを開発目標にした商品開発がスタ

成城・経済研究 第１８９号 （２０１０年７月）

― ―３６



ートすることになる。

この商品開発によって生まれた新商品は，１９８６年２月１９日に「アサヒ

生ビール」のリニュアル版として発売され，「キレ」があるという点が若

年層の消費者から特に支持された。これによってビールの「キレ」を求め

る若年層の消費者が多いことを把握した朝日麦酒は，「キレ」をさらに訴

求して暗号名「FX」（Fighter Plane X. 次期戦闘機）の下に，早くも同年中に

「さらりとした飲み口，ちょっとアルコール度高め」の新型生ビールの開

発を開始した。こうして翌１９８７年３月１７日，朝日麦酒は世界初の「辛口

でドライ」なビールとして「スーパードライ」を発売した。この「スーパ

ードライ」の人気は非常に大きく，結局のところ，発売初年度の出荷数量

は１，３５０万ケースを記録し，これは発売初年度の数量としては業界で過去

最高記録となり，これによって１９８７年の朝日麦酒の企業別シェアは

１２．９％に上昇した。

朝日麦酒によって開発されたドライビールの影響力は非常に大きく，翌

１９８８年になると競合他社は「スーパードライ」に追随するために同質的

な新製品を次々と開発し，各社の熱気を帯びたビール戦線は当時「ドライ

戦争」と呼ばれた。２月２２日に麒麟麦酒が発売した「キリンドライ」を

筆頭に，２３日にはサントリーが「サントリードライ」を発売，２６日には

サッポロが「サッポロドライ」を発売した。しかし，こうした各社の積極

的な追随は，ドライビールの存在を世間に広く認知させることになり，か

えってドライビールという市場セグメントが拡大し，結局，「ドライ戦争」

は朝日麦酒の一人勝ちに終わった。この結果，「スーパードライ」の年間

出荷数量は実に７，５００万ケースを記録し，１９８８年には企業別シェア

２０．６％，翌１９８９年には２４．２％となり，その後も上昇を続けることとなっ

たのである。

それでは何故，「スーパードライ」は大ヒットし，また朝日麦酒は短期

間にシェアを急上昇できたのか。「スーパードライ」発売の１９８７年は，日
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本の産業界では他に多くのヒット商品が生まれた年でもあった。富士写真

フィルムが発売したレンズ付きフィルムの「写ルンです」（８６年発売），三

菱電機の大画面テレビ，ダニを駆除するクリーナー「ダニパンチ」，やや

時期はずれるがその後の３ナンバー車の先鞭をつけた「日産シーマ」（８８

年発売）などである。何故，これほどまでのヒット商品が集中して誕生で

きたのか。旧経済企画庁によれば，円高不況を乗り切り，バブル景気が始

まったのは８６年１１月からで，８７年とは景気が好転していく時期に当る。

第２次オイルショック（７８年）後の不況を脱した８０年代前半には，マツ

ダの赤い「ファミリア」，VHS 方式 VTR，レーザーディスク，NEC のパ

ソコン「PC98シリーズ」などが売れ，酒類では「チューハイブーム」が

巻き起こり，酒場で“一気飲み”をする学生が救急車のお世話になる事態

も相次いで発生していた。

日本では，景気が好転すると新しいモノを受け入れようとする生活者の

消費マインドが顕著となり，大型のヒット商品が誕生し，新しい商品トレ

ンドやファッションを形成していく傾向があった。それがやがて，人々の

消費行動やライフスタイルをも変えていく。好況時への転換期に生まれる

ヒット商品の特徴は，いずれも従来の延長戦ではない新機軸という点にあ

る。しかも，新機軸を市場に定着させて，市場そのものを大きく拡大させ

ていく。ビールにおいては，「スーパードライ」の登場により，ドライビ

ールという新ジャンルが定着したばかりか，市場そのものが１年間で７％

も拡大し，発売前の８６年と９０年のビール市場を比較すれば３２％もの上

昇となった。「スーパードライ」は，嗜好調査に基づき消費者が求めてい

るビールを商品化し，それを景気浮揚期にタイミングよく発売したことが，

大ヒットに結びついたとも云えるだろう。

② 本山英世時代（１９８４－１９９２年）：フルライン戦略と「一番搾り」の発

売（１９９０年）
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麒麟麦酒では１９８４年４月，経営トップの交代が行われ，小西秀次社長

は会長に，後継社長には本山英世専務が就任した。その本山社長の下で

１９８９年に発表された「フルライン戦略」は，これまでラガーに資源集中

し，ラガー一本槍と揶揄されてきた同社にとって画期的なものであった。

「ファインドラフト」「ファインピルスナー」「モルトドライ」「クール」と

１度に４種類もの新商品を投入する戦略はビール市場でも異例のことであ

り，これにかける麒麟麦酒の意気込みは相当なものであった。さらに特筆

すべき出来事は，ラガーのラベルを「キリンビール」から「キリンラガー

ビール」に変更したことであり，その狙いは「ラガー」を１ブランドに格

下げすることにあった。これまでラガーで売上を伸ばし，自社資源を集中

させてきた麒麟麦酒にとって，「キリンといえばラガー」というラガー至

上主義の意識はどうしても拭い去れないものがあった。だが，「フルライ

ン戦略」を取った今，新商品が「ラガーの下」ということは容認できず，

ラベルを変更することによって社内の意識改革を図ったものと推察される。

「フルライン戦略」を取った背景には，朝日麦酒の「スーパードライ」の

存在が見え隠れしている。１９８８年にただの二番煎じと称された「キリン

ドライ」を発売したが，同年以降の「ドライ戦争」で惨敗し，「スーパー

ドライ」の勢いを加速することに終止した。「フルライン戦略」の狙いは，

「商品の総数量でスーパードライを圧倒し，同商品の流通在庫を大量に作

らせ，叩き潰すこと」にあった。しかし，その思いとは裏腹に新商品の売

上は低迷し，「初年度１，０００万ケースを越えればヒット」と言われるビール

市場で，各新商品は４００万ケース程の低調な数字に終わってしまった。ま

た皮肉にも，この年のラガーの売上は増加し，商品多様化を目指した初年

度であったのに「ラガー頼み」が浮き彫りになってしまった。４種類の新商

品が全て失敗に終わったことから，「やはりキリンはラガーでないと戦え

ない」という「ラガー派」の社員の発言力を強める結果となったのである。

１９８９年の「フルライン戦略」失敗の原因は，大きく２つ考えられる。
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まず第１に，消費者の嗜好分析を怠ったことである。麒麟麦酒は「スー

パードライ」を単なる嗜好の多様化と分析し，充分な調査もないままに一

気に４種類もの新商品を投入したのだ。結果的に，新商品それぞれに明確

な特徴を見出せず，消費者に認知されないまま売上を伸ばすことができな

かった。第２に，酒販店の混乱である。一挙に４種類もの新商品が店に並

ぶと，そのレイアウトから棚割まで，当然酒販店にも負担をかけることに

なる。既存の商品で棚が埋め尽くされている零細店では，新商品を同時に

４つも並べること自体が土台無理であった。更に，１９８９年は消費税が導入

された年であり，これが混乱に拍車をかけるという不運も重なった。

しかし結局のところ，新商品投入を決めた背景やその戦略に至るまで，

全てがメーカー本位の発想だったのであるが，麒麟麦酒は「フルライン戦

略」の失敗から学んだ点もあった。それは，ブランド力のない商品，つま

り明確なコンセプトや特徴を欠き，味やネーミングなど消費者に訴求でき

ないものは売れないということである。これをうけて新商品の開発にあた

っていた麒麟麦酒は，１９９０年に大型定番商品「一番搾り」を発売する。

「一番麦汁だけを使用し，麦芽の上質なうまみを引き出した，贅沢なビー

ル」というコンセプトと品質がマッチし，初年度３，５００万ケースを越える

大ヒット商品となった。

「一番搾り」の成功の裏には，もう１点重要な要因があった。それは企

業としての危機感である。麒麟麦酒の企業別シェアが，「スーパードライ」

の発売された１９８７年の５６．４％から，８８年の５０．２％，「フルライン戦略」

の８９年には４８．１％と５０％を割り込み，僅か３年間でシェアを実に８．３％

も失ったのである。この数字が示すように，麒麟麦酒は「対スーパードラ

イ商品」の必要性を感じており，「一番搾り」の開発に当っては「ラガー

とカニバリを起こしても良いから，とにかくスーパードライと正面切って

戦える新商品を」という本山社長の強い意志が存在していた。これが麒麟

麦酒初の生ビールのヒット商品を生み，シェアも９０年４９．７％，９１年
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５０．０％を回復する契機となったのである。この「一番搾り」の成功を受

け，麒麟麦酒は１９９１年の販売戦略を「大黒柱にラガー，第２の柱に一番

搾り」と決定する。「一番搾り」は９１年に７，０００万ケースを超える売上を

記録し，９２年には７，６７０万ケースと順調に売上を伸ばしていき，一気に

第２ブランドの地位を固めたが，社内ではラガー至上主義の「ラガー派」

と「一番搾り」の一層の育成を掲げる「フルライン派」の分断を招く結果

となった。

■ バブル経済崩壊後の第２次シェア衰退期（１９９２－２００１年）とトップシ

ェア喪失

① 真鍋圭作時代（１９９２－１９９６年）：「キリンラガー」のセンタリング作

戦と生化

日本経済は１９９０年から地価・株価がともに下落し始め，１９９１年にはバ

ブル経済の崩壊が明らかとなった。景気の低迷は１９９２年以降も続き，各

種の規制緩和と独占禁止法の運用強化が進められ，日本の経済システムは

大きな転換点を迎えることとなった。ビール業界では，酒類販売免許の緩

和によって量販業態での「価格破壊」が一般化し，ディスカウントストア，

コンビニといった業態が急成長し，長年専売制を維持してきた販売制度・

取引慣行の見直しが迫られた。さらに最低製造数量の基準引下げも実施さ

れ，地ビールの誕生が話題を呼んでいた。

こうしたなか，麒麟麦酒では１９９２年３月にトップの交代が行われ，本

山社長は会長に，後継社長には真鍋圭作専務が就任した。真鍋社長の下で

１９９２年，「自立と拡大の３ヵ年」をテーマとする中期経営計画がスタート

し，清涼飲料事業の分社化実現（１９９１年にキリンビバレッジ株式会社を設立）

と医薬事業の成長により収益源の多様化が新たな段階を迎えていたため，３

年間で食（ビール，飲料，洋酒，食品），バイオ（医薬，アグリバイオ，酵母），

サービス（外食，不動産，運輸），エンジニアリング，情報システムの各領

日本ビール業界への警鐘

― ―４１



域で自立した事業の柱を持つ，増収増益型の企業グループを確立すること

が基本方針とされた。

こうして全社的変革を目指していた最中，深刻な事態が起こる。１９９３

年７月１４日に発覚した総会屋に対する利益供与事件である。この不祥事

は，麒麟麦酒に３つの大きな影響を及ぼすこととなった。１つ目は，本山

会長と石井照周ビール事業本部長を含む幹部４人の辞任である。これによ

り社内は混乱し，２つ目の影響である「ラガー派」の発言権の強まりを招

く結果となった。本山会長は「フルライン戦略」を実行した当時の社長，

石井ビール事業本部長は「一番搾り」を育てた人物であり，「フルライン

派」の急先鋒であった両名の辞任は，社内で「ラガー派」の発言権を強め

たのは当然であった。そして３つ目は，夏商戦を前にした大事な時期に販

売活動を自粛せねばならなかったことである。利益供与事件による影響と

麒麟麦酒に対するイメージの低下は，如実に数字となって現れた。この年

のラガーの売上は前年比約１，１００万ケース減，「一番搾り」は発売以来始

めてのマイナスとなる約１１０万ケース減を記録した。９２年から経営トッ

プの座を託されていた真鍋社長は，社内外に大きな混乱を生じさせたこの

事件からの建て直しを急がなければならなかったのである。

１９９３年に「キリンラガー」と「一番搾り」を二本柱にしていくと決定

したのに次いで，翌１９９４年には「キリンラガー」を強く中心とした年次

計画が打ち立てられ，「キリンラガー」のセンタリング作戦が開始する。

にもかかわらず，１９９５年には再び「キリンラガー」と「一番搾り」を二

本柱として活性化していくとされ，基本方針の揺らぎが見えた。特に，

１９９４年に実行された「キリンラガー」のセンタリング作戦は「奇妙」な

結果に終わった。

９４年方針の発表に際し，真鍋社長は「今年はまずラガーの注文から取

っていく。ラガーの復活なくして，麒麟麦酒の再生はありえない」と明言

した。その内容は，ラガーの活性化を急務として，これまで別々だった缶
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と瓶のパッケージデザインと広告戦略を統一することや，従来なら１月に

発表する新商品の見送り，「一番搾り」やその他のビールの販売活動を自

粛し，量販店を専門に担当する販売推進課を各支社に設置して営業体制を

ラガーに集中させるというものであった。更に，「キリンドライ」「ゴール

デンビター」「キリンプレミアム」の３種類のビールの販売中止をする徹

底振りで，成熟しつつあるビール市場において新商品投入という攻めの戦

略より，「主力ブランドの防衛」という守りの戦略を取った格好であった。

また，このセンタリング作戦は「ラガー派」の意見が色濃く反映されたも

のであり，その後一層ラガー至上主義の考えを社内に根付かせることにな

った。その結果，「キリンラガー」は前年よりも３００万ケース多い出荷数

量を達成したが，それ以上に「一番搾り」は前年より約８００万ケースも多

い出荷数量を達成したのであった。

「キリンラガー」のセンタリング作戦だったにもかかわらず，出荷数量

を大きく伸ばしたのは奇妙なことに「一番搾り」だったのである。「キリ

ンラガー」の販売攻勢をかけるために増強した営業体制の結果，顧客ニー

ズの強い「一番搾り」を販売することになったためである。いずれにせよ，

結果としては両製品とも出荷数量を伸ばしたのであるから，センタリング

作戦は総合的に成功したように見える。しかし，朝日麦酒が「スーパード

ライ」に徹底的に集中する「フォーカス戦略」により販売攻勢をかけてい

たために，大きな成果は実現できなかった。１９９４年のキリンビールの商

品別および企業別シェアは，「キリンラガー」の商品別シェアが２７％で前

年比０．８ポイントの減少，「一番搾り」の商品別シェアが１４．６％で前年比

０．７％ポイントの上昇，トータルとしての企業別シェアは４９．１％で０．３

ポイントの減少，ということになったのである。

１９９４年はむしろ，朝日麦酒の企業別シェアが再び大きく上昇していく

契機となった年で，麒麟麦酒にとっては第２次シェア衰退期が本格的に始

まった年でもあった。図表６に見るように，１９８７年以後急上昇した後に
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１９９３年まで停滞していた朝日麦酒の企業別シェアが，再び急上昇傾向に

なりつつあることがわかる。１９９４年における同社の企業別シェアは２６％

で，前年比１．７ポイントの上昇であった。センタリング作戦を実行しても

強く活性化されない「キリンラガー」，それと対照的に益々活性化される

「一番搾り」と「スーパードライ」の動きは，市場の生ビール化の流れを

まさに表したものであった。こうした流れを予知していたためか，麒麟麦

酒では営業部門が「キリンラガー」の生ビール化を早々に要望していた。

１９９４年６月には「ビール事業本部戦略会議」において，「ラガーを生ビー

ルにすることはほとんどの工場で可能であり，次期（１９９５－９７年）の中期

経営計画の課題とする」ことが決定されていた。それでも１９９４年に「キ

リンラガー」が生ビール化されることはなかった。１９９５年に再び「二本

柱」とする戦略を取ったものの，それは結局場当たり的なものであり，麒

麟麦酒が期待するような効果を挙げることはできなかった。そして長引く

低迷から脱却できない焦りと，「ラガー至上主義」の考えが蔓延した物言

えぬ社内の雰囲気が，翌１９９６年の世紀の大失態「ラガーの生ビール化」

へと繋がってしまうのである。

１８８８年の「キリンラガー」発売以来，１０８年目にしてのイメージ刷新と

なる「ラガー生化」にはどのような意味合いがあったのであろうか。「生

化」の最大の狙いは，若年層の消費者獲得であったと云われている。主に

中高年齢層に人気のあったラガーを刷新することで，新たに若い消費者を

ファンにつけようというものである。しかし，これは見事に裏目と出てし

まう。結果的に，「生化」は保守派の多い中高年齢層の消費者に「裏切り

行為」とみなされてしまい，ヘビーユーザーのラガー離れを招いてしまう

ことになった。麒麟麦酒は若い消費者を掴もうとして，中高年の古くから

の固定ファンにもソッポをむかれてしまったのだ。

１９９５年１０月，麒麟麦酒は経営会議を開いて「１９９６年度ビール商品政策」

を策定し，「キリンラガー」の生ビール化はここで正式決定された。こう
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して１９９６年１月８日，麒麟麦酒は「キリンラガー」を生ビールにすると

発表し，同月２２日から，生ビールとしての「キリンラガー」が一斉に販

売されることとなった。ただし，コンビニなどの新しい流通チャネルを利

用して販売されることの多かった缶ビールには，若年層の顧客の取り込み

を狙って「生」と正面ラベルに表記されていたが，中高年層が主に利用し

ていた旧来の瓶ビールの正面ラベルには，「生」という表記はされなかっ

た。こうして「キリンラガー」は，従来以上に喉越しの爽快感を訴求した

商品に変化したが，「キリンラガー」の生ビール化は，以下のような事情

によって大きく問題視されることになった。

朝日麦酒は１９９５年当時，『「スーパードライ」＝生ビール』という広告

宣伝を大々的に打ち，「スーパードライは生ビールで No. 1」というコマ

ーシャルを頻繁に流していた。これが，『「キリンラガー」こそビールの本

流』と考える麒麟麦酒にとっては不愉快極まりないもので，「ラガー生化」

転換への１つの理由が「スーパードライ憎し」にあったことは間違いない。

麒麟麦酒側は「市場で最大ブランドであるラガーを生化すれば，朝日麦酒

は二度と『生ビールで No. 1』と宣伝できない。その上，ビール市場での

真の No. 1ブランドはラガーであり，『ラガーは永遠にトップ』と消費者

に改めて示すことができる」という青写真を描いていたのだ。しかし，ビ

ールの本流とされた「キリンラガー」はその製造方法から熱処理ビールで，

消費者には自然と『「キリンラガー」＝熱処理ビール』というイメージが

定着していた。したがって，「キリンラガー」を熱処理ビールでなく生ビ

ールにするということは，従来の麒麟麦酒が取ってきた行動と全く正反対

の戦略的行動として捉えられたのである。こうした批判に対する麒麟麦酒

の主張は，「ラガーはそもそも「熟成」という意味であり，熱処理ビール

のことではない」というものであった。厳密な意味で言えば，この主張は

正しい。しかし，消費者にとってみれば，言葉の正確な意味よりも植え付

けられたイメージにかなうかどうかが真偽を判断するうえでの基準になる

日本ビール業界への警鐘

― ―４５



場合が多い。結果として，熱処理ビールとしての「キリンラガー」の愛飲

家を中心として，生ビールとしての「キリンラガー」に対する不信感が消

費者に広まっていったのである。

② 佐藤安弘時代（１９９６－２００１年）：マルチブランド戦略と「麒麟淡麗」

の発売（１９９８年）

生ビール化が発表されたまさに１９９６年から，消費者の不信感は確実に

シェアに反映され，「キリンラガー」の急降下が始まった。同年６月には，

早くも単月の販売実績でキリンビールがトップブランドから滑り落ち，代

わって朝日麦酒の「スーパードライ」が単月トップに躍り出た。年間出荷

数量にしても「キリンラガー」は微増に留まり，その商品別シェアは上昇

どころか０．１ポイントの減少となった。一方で「キリンラガー」を生ビー

ル化するということは，「一番搾り」をマイナーブランドにし，「キリンラ

ガー」をメジャーブランドとして維持し続ける，という決意表明でもあっ

た。しかし，生ビールの市場セグメントである程度の地位を築いていた

「一番搾り」に「キリンラガー」を直接的な競合として投入することにな

ったため，「一番搾り」が訴求すべきターゲットが不鮮明になってしまっ

た。そのため，「キリンラガー」の生ビール化と同時に，「一番搾り」も商

品別シェアを落とし始める。１９９６年における「一番搾り」の商品別シェ

アは１３．１％に下がり，その結果，１９９６年における麒麟麦酒の企業別シェ

アは，前年から２．２ポイント減少して４６．６％となった。

「キリンラガー」生化の方針発表から僅か２ヵ月後の１９９６年３月末，麒

麟麦酒ではトップの交代が行われ，真鍋社長は会長に就任，後継社長には

佐藤安弘専務が就任した。就任にあたって佐藤社長は，「ビールの環境が

厳しいので，ビール事業の強化から着手したい。シェア５割への回復を狙

う。妙手，妙案があるわけではないが，基本に忠実に市場を開拓していき

たい」と語り，トップセールスへの意欲を示した。翌１９９７年１月のビー
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ル事業計画の記者会見で佐藤社長は，従来の品揃えを重視し他社商品に対

抗していく「フルライン戦略」から，支持される強いブランドを複数展開

していく「マルチブランド戦略」への転換を発表した。そして「シェアに

とらわれず消費者の声を汲み取り，利益を挙げていく」とコメントし，従

来のメーカー発想から抜け出し，中長期的な視野を持って消費者目線での

商品開発を行っていくことをアピールした。更に，これまでの異常なラガ

ー至上主義からも脱却を図り，「費用対効果を考えれば，これ以上ラガー

に傾斜し続けることはできない」と明言した。これにより，「ラガー」と

「一番搾り」の販売活動の割合は７：３から５：５に変更され，「引きの強い

商品に注力して攻めていけ」という「マルチブランド戦略」を意識付ける

第１歩となった。

複数の商品を全方位的に販売していく「マルチブランド戦略」の発表後，

当然に「キリンラガー」の防衛は手薄となり，１９９７年における商品別シ

ェアは「キリンラガー」が２５．１％であるのに対し，「スーパードライ」は

３２％に達してトップの座を奪われた。これに「一番搾り」の落ち込みも

加わり，１９９７年における両社の企業別シェアは，麒麟麦酒が４２．６％に減

少し，朝日麦酒は３４．４％に上昇した。そして遂に１９９８年，企業別シェア

の逆転が起こった。朝日麦酒の年間出荷数量が１億９，４００万ケースを記録

したのに対し，麒麟麦酒は１億８，８３３万ケースに留まり，朝日麦酒が約

５６０万ケースの差をつけて，ビール市場の企業別シェアを朝日麦酒４１．５％，

麒麟麦酒４０．３％と４５年ぶりに逆転したのである。「キリンラガー」の生

ビール化が実施された１９９６年から，僅か２年後の出来事であった。

なお図表８は，麒麟麦酒の１９５０－１９９７年における売上高，経常利益，

当期利益，配当率，１株当たり配当金，資本金，従業員数を一覧表にして

示したものであり，また図表９は，売上高の推移をグラフ化して示したも

のである。このうち特に図表９により，麒麟麦酒の売上高は一貫して増大

傾向にあったが，第１次シェア衰退期の契機となった朝日麦酒の「スー
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図表８ 麒麟麦酒の業績推移（１９５０－１９９７年）
年 度 期 売上高

（百万円）
経常利益
（百万円）

当期利益 配当率
（％）

１株当り
配当金

資本金
（百万円）

従業員数
（人）

１９５０ 昭和２５上

下

１９５１ 昭和２６上

下

１９５２ 昭和２７上

下

１９５３ 昭和２８上

下

１９５４ 昭和２９上

下

１９５５ 昭和３０上

下

１９５６ 昭和３１上

下

１９５７ 昭和３２上

下

１９５８ 昭和３３上

下

１９５９ 昭和３４上

下

１９６０ 昭和３５上

下

１９６１ 昭和３６上

下

１９６２ 昭和３７上

下

１９６３ 昭和３８上

下

１９６４ 昭和３９上

下

１９６５ 昭和４０上

下

１９６６ 昭和４１上

下

１９６７ 昭和４２上

下

１９６８ 昭和４３上

下

１９６９ 昭和４４上

下

１９７０ 昭和４５上

下

１９７１ 昭和４６上

下

１９７２ 昭和４７上

下

１９７３ 昭和４８上

下

１９７４ 昭和４９上

下

１９７５ 昭和５０

１９７６ 昭和５１

１９７７ 昭和５２

１９７８ 昭和５３

１９７９ 昭和５４

１９８０ 昭和５５

１９８１ 昭和５６

１９８２ 昭和５７

１９８３ 昭和５８

１９８４ 昭和５９

１９８５ 昭和６０

１９８６ 昭和６１

１９８７ 昭和６２

１９８８ 昭和６３

１９８９ 平成１

１９９０ 平成２

１９９１ 平成３

１９９２ 平成４

１９９３ 平成５

１９９４ 平成６

１９９５ 平成７

１９９６ 平成８

１９９７ 平成９

８７

８８

８９

９０

９１

９２

９３

９４

９５

９６

９７

９８

９９

１００

１０１

１０２

１０３

１０４

１０５

１０６

１０７

１０８

１０９

１１０

１１１

１１２

１１３

１１４

１１５

１１６

１１７

１１８

１１９

１２０

１２１

１２２

１２３

１２４

１２５

１２６

１２７

１２８

１２９

１３０

１３１

１３２

１３３

１３４

１３５

１３６

１３７

１３８

１３９

１４０

１４１

１４２

１４３

１４４

１４５

１４６

１４７

１４８

１４９

１５０

１５１

１５２

１５３

１５４

１５５

１５６

１５７

１５８

１５９

３，９１４

６，５３５

４，５１４

９，３０３

６，９６２

１２，６１８

１０，１８５

１２，６３９

１２，２４６

１４，９７５

１２，９１５

１５，６１４

１５，７４４

１９，９８６

１９，１３９

２４，３３９

２０，５５９

２５，３６６

２４，２２７

３４，１９０

３１，３４４

４４，２１５

３９，０３５

５５，４００

４９，５４２

６４，０１０

５６，５２３

５７，２２０

９０，３８０

７０，５６６

８４，９２２

７７，０６８

９８，５４８

９１，１７６

１１１，８２６

９９，４５２

１３０，４６３

１１１，４０２

１４４，２４６

１３５，２６７

１６７，６４０

１５５，９８０

２０６，２２８

１６８，５２２

２２７，７７５

２０１，９４２

２６１，８９６

２１９，９０６

２５７，７９６

２１０，４４５

５２８，５８８

５９９，３３４

６６９，４２１

７８６，２９４

８３０，５３５

８５５，８７１

９８４，８１２

１，０４１，６５７

１，０６９，８４１

１，１５１，７６２

１，２１０，８５７

１，２２１，８４７

１，２６６，３４９

１，１７８，８４９

１，１９９，８０４

１，３５５，７８７

１，３１５，７４２

１，３６６，１０５

１，３４６，３６８

１，４４５，０３３

１，３７９，７６９

１，３３１，４２２

１，２０５，６４０

…

９０

１１８

２８２

２８０

５９２

５９６

６６９

５４２

６７８

５６９

６７６

７０２

８５３

９０１

９５２

７３０

１，２６０

１，１３４

１，８５５

１，５８９

２，６８１

１，９５２

２，８６４

２，２１７

２，７８９

２，２７０

３，８６６

４，５１８

３，７２５

３，６５１

２，７０５

４，４９０

４，３００

５，３４２

４，７４４

５，７７９

３，６３９

７，０１９

６，１６６

７，３４８

６，６２５

１０，９５５

７，９７８

１１，７５５

９，６３９

１１，１７２

７，００２

１４，１１６

４，６７９

２５，２８６

２８，４６６

３５，５１９

４０，５６５

３１，５５５

４２，３０８

４５，０１２

４５，２４５

４９，８４６

６６，５７６

７３，３２４

７９，３０１

８０，８２４
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（出所）『キリンビールの歴史［新戦後編］』資料集，pp. 28-29。
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パードライ」発売以後の「ドライ戦争」（１９８８・８９年）の時期，および第

２次シェア衰退期の契機となった「キリンラガー」のセンタリング作戦

（１９９４年）と生化（１９９６年）以後，同社の売上高が減少に転じていることが

明らかである。

１９９８年に麒麟麦酒がビール市場で早々と逆転されたのは，発泡酒市場

への参入戦略を同社が推進したからでもあった。ビール市場でのシェア低

落に直面していた１９９６年，麒麟麦酒の社長に就任した直後の佐藤安弘は，

発泡酒市場への参入をにらみ，発泡酒開発の本格化を指示していた。この

とき発泡酒市場には，サントリー（１９９４年参入）とサッポロ（１９９５年参入）

が存在していたが，市場としては極めて小規模であり，またこの時期の麒

麟麦酒には発泡酒参入に関して２つの逡巡があった。１つ目は，いわゆる

「雑酒」をトップ企業が出すのかという逡巡で，トップ企業としてのプラ

イドが判断を遅らせていた。２つ目は，かつてドライ商品を追随して「ス

ーパードライ」を勢い付けただけだったとの反省から，発泡酒に関しても

先行組を利するだけではないかといった逡巡である。しかし，１９９４年以

降縮小しているビール系飲料市場にあって，発泡酒の伸びは目を見張るも

図表９ 麒麟麦酒の売上高（１９５０―１９９７年）
（１００万円）

（出所）『キリンビールの歴史［新戦後編］』資料集，pp. 28-29。
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のがあった。１９９７年時点で総ビール市場に占める発泡酒のシェアは約６％

であったが，発泡酒はこれまで一物一価であった日本のビール市場に「価

格軸」をもたらし，消費者が発泡酒を支持していることは数字からも明ら

かであった。このことから，麒麟麦酒は「発泡酒市場は将来的に２桁にな

る可能性がある」とした上で市場参入を決めたが，生化の失敗で「ラガ

ー」と「一番搾り」が共に売上を落とす中で社内に明るい材料を必要とし

ていたことにもよる。

こうして１９９７年９月，麒麟麦酒は「ニュー・キリン・ビジョン２１」(NK

21) を発表し，強固な経営基盤を固めるべくビール事業を中心に構造改革

を進めることを提示し，発泡酒市場への参入を公表した。そして１９９８年

２月２５日，「麒麟淡麗＜生＞」が首都圏で発売され，３月１２日には全国発

売も開始された。価格は，どの商品も３５０ml 缶で２２０円前後と差の見ら

れなかった時代に１４５円と設定され，年間販売計画は１，６００万ケースとさ

れた。しかし，反響は予想を遥かに超え，「麒麟淡麗＜生＞」は発売後わ

ずか３４日で１億本を突破し，５月上旬には年間計画の半分にまで達する。

市場シェアも，８月には発泡酒市場の６７．７％ものシェアを獲得し，２位の

サントリー（２２．２％）を大きく引き離すことになった。その結果，麒麟麦

酒が発泡酒市場に参入した１９９８年における年間の発泡酒シェアは５２．０％

をいきなり獲得し，翌年には５４．９％，１９９９年，２０００年ともに５０％を越

える発泡酒シェアを維持できた。これは，「麒麟淡麗＜生＞」が「安さ」

だけでなくクオリティの高い「味」でファンを獲得していき，単なる「節

約ビール」ではなく「発泡酒」という新カテゴリーを確立したこと，また

先行の発泡酒が若い世代向けのイメージだったのに対し，ラベルのデザイ

ンなども含めて３０－４０代向けに広告展開して購買層拡大に繋げたことに

よる。

しかし，「麒麟淡麗＜生＞」の快進撃にもかかわらず，１９９８年から２０００

年までの３年間に「ラガー」と「一番搾り」とのカニバリも見られてシェ
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ア低下に歯止めがかからず，麒麟麦酒によるビール＋発泡酒のビール系飲

料市場におけるトップシェア奪還の夢は実現できなかった。麒麟麦酒の

２０００年の売上状況は，ラガー売上が３年間で５，３００万ケース減少して

８，１４０万ケース，ビール分野におけるラガーのシェアも６．５％減少して

１８．８％と，かつて６０％以上のシェアを誇っていた商品とは思えない状況

となった。「一番搾り」の売上も，１，２００万ケース減少して５，６７０万ケー

ス，その結果，麒麟麦酒のビール全売上はなんと７，８３０万ケースも減少し

て１億４，９００万ケース，ビール分野におけるシェアも３４．５％と８．５％も

下落し，１９９８年にビールの王座を朝日麦酒に明け渡した後もシェアは更

にダウンしていた。これに対し，朝日麦酒の同年の売上は，「スーパード

ライ」が相変わらず快調に売上を伸ばし，３年間で２，１００万ケースも増加

して１億９，２００万ケース，ビール分野におけるシェアも４４．３％と１２．０％

もシェアアップした。

以上のことから，麒麟麦酒の発泡酒分野への参入目的であった消費者ニ

ーズの変化に対応して新カテゴリーの商品を発売し，「スーパードライ」

をたたき，ひいては麒麟麦酒の総売上を増大し，トップシェアも奪回する

ということは，単なる願望で終わってしまったのである。少なくとも，難

攻不落を誇った「キリンラガー」の堅城を自らのミスマーケティングでボ

ロボロにしてしまったことは厳然たる事実であり，朝日が麒麟麦酒を抜く

のは時間の問題となっていた。そして遂に２００１年２月２１日，朝日麦酒は

大麦の成分を抽出した液状の大麦エキスを副原料に使用して，風味を限り

なくビールに近づける工夫をした麦芽発泡酒「アサヒ本生」を発売した。

発泡酒市場への参入は最後発ではあったが，実質８日間しかない２月だけ

で約３３２万ケースを販売するという実績を残し，月間の発泡酒シェは

２８．６％にまで達し，年間の発泡酒シェアも２２．３％を獲得して４０％の麒

麟麦酒に次いで第２位となった。かくして，朝日麦酒の２００１年のビール

＋発泡酒の売上は２億１，７７３ケース（シェア３８．７％）となり，麒麟麦酒が
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１９５４年にビール業界のトップシェアを初めて獲得してから約半世紀（４８

年）ぶりに念願の首位の座を獲得した。これに対して，麒麟麦酒のシェア

は３５．８％と業界第２位に転落し，ビール＋発泡酒の売上高も２億０，１１８

ケースとなり，朝日麦酒に１，６５５万ケースもの差をつけられることとなっ

たのである。

４． 麒麟麦酒のシェア復活期（２００１年－２０１０年）と日本ビール
業界の課題

■ 第三のビールによるトップシェア奪還

① 荒蒔康一郎時代（２００１－２００６年）：「新キリン宣言」と「のどごし

＜生＞」の発売（２００５年）

麒麟麦酒では２００１年３月にトップの交代が行われ，佐藤社長は会長に，

後継社長には荒蒔康一郎専務が就任した。荒蒔新社長は同年１１月，「新キ

リン宣言」と題した文書を社員全員に配布したが，これは社長就任以後に

全国の麒麟麦酒の事業所を回り，社員のベクトルが分散している状況に危

機感を感じたことによる。その「新キリン宣言」の冒頭には次のように記

されていた。「キリングループの経営環境は一層激しさを増している。中

核のビール・発泡酒事業では１９５４年以来の首位明け渡しがほぼ確実にな

った。これまで一番搾り・淡麗＜生＞の上市，痛みを伴う工場再編をはじ

め様々な取り組み・努力を行ってはきたが，結果的に，私を含む経営トッ

プの判断およびそれに基づく行動が，お客様の支持を得ることができなか

ったと謙虚に反省している。」

首位陥落が，麒麟麦酒の「チャレンジャー」としての姿勢を一層高める

きっかけとなった。この宣言の中で，商品開発・生産・販売・組織のあら

ゆる面から顧客本意の製品を開発することを明言し，その具体的な社内改

革の取り組みのポイントとして，次の４点を挙げていた。すなわち，①

「お客様本位」「品質本位」の徹底，②総合酒類事業の一層の展開に向けた
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国内酒類事業の強化，③グループ内のあらゆる機能強化とグループシナジ

ーの発揮，④新しい発想や行動を生み出す自由で活発な企業風土の実現，

である。

「お客様本位」「品質本位」は，麒麟麦酒が創立以来掲げてきた同社の社

訓のようなものである。荒蒔社長は原点回帰を説くことで，会社全体のベ

クトルの向きを揃えることに腐心したと云える。そうして社員の意識改革

を進める中，リベート（報奨金）営業という価格重視の営業から，商品の

魅力を付加する「価値営業」「提案型営業」への転換を図ることとなった。

その一方で，２００１年７月に発売した「キリンチューハイ氷結」で，成長

する低アルコール市場に参入以後，２００２年には無濾過の生ビール「まろ

やか酵母」や糖質７０％オフの発泡酒「淡麗グリーンラベル」，翌２００３年

には「麒麟麦焼酎ピュアブルー」，世界的ブランドのワイン「フランジ

ア」など，消費者の多様なニーズに応える品揃えを拡充し続けた。「新キ

リン宣言」は，キリン変革の転機になる布石だったことは間違いないが，

そんな麒麟麦酒のチャレンジが，２００５年の新ジャンルビール「のどごし

＜生＞」発売の成功で大きく花開くことになる。

新商品の開発にあたって，社内情報企画部・市場リサーチグループは，

先行していたサッポロの第三のビール「ドラフトワン」（２００４年２月に発売）

の強みと弱み，消費者動向や飲用シーンを徹底的に分析した。その結果，

単に他より価格が安いというだけで購入されているのではなく，より簡便

にカジュアルな飲料として飲まれていることが判明する。この調査から，

新ジャンルのコンセプトを「すっきり飲めて，しっかりうまい」に決定し，

開発に取り掛かった。プロジェクトチームは，酒類営業本部マーケティン

グ部に所属する商品開発研究所の新商品開発グループ・ビール担当のほか，

技術開発面では生産本部技術開発部・醸造研究所がバックアップを行った。

このプロジェクトチームに加え，社内官応プロ１０人，さらに社外の「味

が的確に分かり，かつ言葉で表現できる人」を入れたテストで，商品を更
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にコンセプトに近づけていった。デザインも商品開発研究所のデザイング

ループが中心となり，しっかりした飲み応えをストレートに表現するため

黄金の液色や泡の表現にこだわり，缶の中心にデザインした商品名の太鼓

判についても傾き具合などリアル感を強調した。さらにネーミングに平仮

名を使用して「麒麟」の堅いイメージから一新し，全く新しい商品として

訴求する取り組みを行った。消費者とのコミュニケーションも従来の麒麟

麦酒とは異なり，お笑い芸人の山口智弘を起用して営業マンが奮闘する姿

を描き出した。「これまでの CM は飲用シーンが定番であったが，あえて

身内の営業マンを前面に打ち出すことによって，新しいコミュニケーショ

ンに挑戦した」としている。営業部隊もテレビ CM と一体化して，売り

場を黄色に染める販促活動を展開し，消費者の好感度アップに繋げた。

このように商品・ブランド・パッケージ・販促・CM と，マーケティ

ングすべてにおいてこれまでの麒麟麦酒とは全く異なるイノベーションを

実行した「のどごし＜生＞」が，２００５年４月に発売された。２０００年より

開発を始めて１０種類以上の原料を検討し，１６０回以上に及ぶ開発試験醸

造を経た同商品は，麦芽や麦を使用せず，原料に大豆たんぱくを使用して

おり，酒税法上は「その他の醸造酒（発泡性）」に区分される。社内で独自

に開発された特許技術「ブラウニング製法」は，「すっきりしたのどごし」

と「しっかりしたうまさ」を両立でき，着色料を使用することなく黄金色

の液色を実現できた。ビール市場のシェア争いのポイントは，消費者のニ

ーズを先取りした新商品を市場に投入することであるが，「のどごし

＜生＞」は，日本人の味覚・嗜好の大きな構造変化を見逃さなかったと評

価されている。また麒麟麦酒は，他の主力商品とのカニバリを抑えるため

に，「のどごし＜生＞」の発売に先立って「麒麟淡麗＜生＞」のリニュー

アル（「極生（ゴクナマ）」）や「生黒（ナマグロ）」の発売）を行った。安さが

売りの１つである発泡酒は，更に低価格帯の第三のビールの登場の影響を

一番受けやすいと考えられていたからである。実際にこの新ジャンルの登
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場以後，発泡酒の数字は落ち込んでいるが，刷新により他社に比べ発泡酒

の落ち込みを抑えることができた。既存のブランドを維持したまま，「の

どごし＜生＞」という新たなブランドの確立に成功したのである。

「のどごし＜生＞」の売上が好調に推移している中，２００５年秋に政府で

増税論が持ち上がる。大方の予想は「第三のビールは増税，ビールは減

税」というものであった。これにより他社は「ビールにフォローの風が吹

く」と見て取り，第三のビール分野の新商品投入や増産体制を先送りし，

ビールに注力した。しかし，麒麟麦酒は新ジャンルの増産体制を崩さなか

った。蓋を開けてみると，増税後も第三のビールに対する需要は落ちず，

更に増税前の駆け込み需要などもあって，「のどごし＜生＞」は麒麟麦酒

の第３・第４工場で３交代２４時間フル稼動体制でも間に合わないほど売

れに売れた。その結果，発泡酒のケースと同じように「のどごし＜生＞」

は発売１年目にして圧倒的なシェアを有し，「ドラフトワン」を抜いてこ

のジャンルの No. 1の地位を確立したのである。

② 加藤壹康時代（２００６年―２０１０年）：「KV2015」の発表と「キリン・

サントリー統合」破談

大ヒット商品「のどごし＜生＞」の開発を手がけたのは，公募制で手を

挙げて，新商品開発部門に営業部門から移動になった３０代の男性社員ら

である。また２００５年商戦を指導したのは加藤壹康専務で，同氏はキャン

ピングカーを使い，カレーを自炊しながら全国の営業現場を廻り，「のど

ごし＜生＞」を勝利へと導いていった。その加藤が２００６年，荒蒔の会長

就任とともに麒麟麦酒社長となり，９２年以来４代ぶりの営業部門出身の

トップ誕生となった。加藤新体制のもと，麒麟麦酒は２００６年に「キリン

・グループ・ビジョン 2015」（略称：KV2015）という２０１５年を目標年次

とする中期経営計画を策定した。１５年には連結売上高を３兆円（０６年は１

兆６，６５９億円）として，このうちの海外売上比率を約３割（０６年は１８％）に
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引き上げる意欲的な内容だ。目標達成により「酒類，飲料，医薬を主力と

して，アジア・オセアニアのリーディングカンパニーを目指す」としてい

る。翌２００７年に麒麟麦酒は創立１００周年の節目の年を迎え，加藤は次の

１００年に向けた純粋持株会社制移行に伴い，キリンホールディングスの初

代社長に就任した。

図表１０は，大手４社（キリン・アサヒ・サントリー・サッポロ）の１９９４－

２００８年におけるビール系飲料の出荷量とシェアの推移，また図表１１は，

１９９９－２００８年の麒麟麦酒におけるビール＋発泡酒＋新ジャンルの課税数

量の推移を図示したものである。これによって，ビール，発泡酒，第三の

ビールのビール系飲料は，最盛期の９４年と０６年を比べると，市場規模が

約１３％も縮小したことが明らかである。特に，麒麟麦酒が逆転を許した

後の０２年以降の落ち幅が大きく，その後も減少傾向が続いている。少子

高齢化という構造的な問題から，酒類市場そのものの成長は期待できない

環境だ。しかし，図表１０および図表１１に見るように，ビール系飲料の中

でメーカーが「新ジャンル」と呼ぶ「第三のビール」のシェアが２００３年

の発売以来伸びている。背景にあるのは，消費者の低価格志向と嗜好の多

様化だ。麒麟麦酒の調査によると，大手４社のビール系飲料出荷量に占め

る第三のビールのシェアは０８年に発泡酒を上回ったという。２００９年６月

時点では第三のビールが約３割を占める一方，ビールは初めて５割を下回

った。第三のビールは原料に麦芽を使わないなど製造方法の違いにより，

ビールや発泡酒に比べ酒税の税率が低いため販売価格も安い。０８年秋以

降の景気後退もあり，節約志向を強める消費者の支持を集め，更に従来の

ビールや発泡酒にはない味わいを好む消費者も多いようだ。

図表１２は，ビール大手４社の２０００－０９年におけるビール系飲料シェア

の推移，また図表１３は，ビール大手４社の２００９年（１－６月）における出

荷量をビール系飲料別に示したものである。これによって，２００９年のビー

ル系飲料の課税済み出荷量のシェアで，麒麟麦酒が９年ぶりに首位に立っ
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図表１０ ビール系飲料の出荷量とシェア

（出所） 日本経済新聞（夕刊）．２００９年８月２６日。

図表１１ ビール＋発泡酒＋新ジャンル 課税数量の推移（キリンビール社）

１９９９２０００２００１２００２２００３２００４２００５２００６２００７２００８（年）

（出所） KIRIN Data Book, 2009, p. 1。
※１ケース＝大びん２０本

（百万ケース）

３００

２５０

２００

１５０

１００

５０

０
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日本ビール業界への警鐘

― ―５７



たことが明らかである。図

表１３に見るように，「第三

のビール」でどれだけ出荷

数量を伸ばせたかで，メー

カーの明暗が分かれた。麒

麟麦酒は第三が前年同期比

２８％伸びた結果，全体のシ

ェアは同０．８ポイント多い

３７．５％となった。一方，朝

日麦酒はビール系飲料に占

めるビールの比率が約７割

（麒麟麦酒は４割弱）と高く，

看板商品の「スーパードラ

イ」が第三に流れて苦戦し

たため，シェアは０．６ポイ

ント少ない３６．９％となった。

急激な景気後退による節約

志向の高まりで半期として

初めてビールの比率が５０％

を割り込む中，麒麟麦酒の

トップシェア奪還を牽引し

た「のどごし＜生＞」の好

調が消費者を囲い込み，朝

日麦酒を振り切ったことは

明らかである。なお，サン

トリー酒類が初めて０８年に

サッポロを抜いてシェア

図表１２ ビール大手４社のビール系飲料シェア
（課税出荷量ベース）

（出所） 日本経済新聞，２００９年１０月９日。

（注） ケースは大瓶２０本換算。グラフ内の
数字は前年同期比増減率，％。
▲は減少

（出所） 日本経済新聞，２００９年７月１１日。

図表１３ ビール大手４社の２００９年（１－６月）
出荷量
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１２．３％で３位に浮上し，４位は１１．７％のサッポロビールだった。

図表１４は，日本食品業界の相関図を示したものであるが，市場縮小が

指摘されながらも同業界では長く大型再編が進まなかったことを明示して

いる。過去３年間を見ても，大手同士が手を組んだのは水産１位と３位に

よるマルハチニチロホールディングスぐらいだ。同根の明治乳業，明治製

菓といった例もあるが，それらを除けば，日清食品による明星食品，山崎

製パンによる東ハトや不二家など大手企業による中堅の救済の色彩が濃か

った。そうした時期の２００９年７月１３日，日本経済新聞の一面に掲載され

たスクープ記事によって，キリンホールディングスとサントリーホールデ

ィングスが経営統合の交渉を進めていることが発覚した（写真記事を参照）。

両社の統合が実現すれば，ビールと清涼飲料の売上高シェアで断トツの

国内首位に浮上し，世界最大のビール会社アンハイザー・ブッシュ・イン

ベブを抜く規模となり，世界でも最大級の食品・飲料メーカーであるネス

レ，ユニリーバ，ペプシコ，クラフト・フーズに次ぐ第５位の食品メジャ

ーが誕生すると期待されていた。年間の合計売上高が３兆８，２００億円

（２００８年１２月期）に達する２社は，世界的な不況下でも増収増益を果たし

た勝ち組である。それでも統合にまで踏み込むのは，少子高齢化に伴う国

内食品市場の縮小に対する危機感が一段と強まったためで，国内事業を固

めた上で成長が見込まれる海外市場を共同開発して世界的な勝ち残りを目

指し，業界再編が新しい段階に入ったことを強く印象付けた。ただ，日本

ビール業界で大手が経営統合するのは，札幌麦酒，日本麦酒，大阪麦酒の

３社が合併して大日本麦酒になった１９０６年以来ほぼ１００年ぶりのことで

あり，更に上場企業と非上場企業による大型経営統合というケースは極め

て珍しく，詰めの作業などで曲折も予想されていた。

約半年にわたる統合交渉が推移した２０１０年２月８日，両社トップによ

る最終会談が開かれた後，この経営統合の中止が発表された。キリン HD

の加藤社長は，「公開会社として経営していくことを前提に経営の独立性，
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図表１４ 日本食品業界の相関図

（出所） 日本経済新聞．２００９年８月２３日。

（出所） 日本経済新聞．２００９年７月１３日。
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透明性が十分に担保されるべきだと考えていた。この点につきサントリー

との間で認識の相違があった」と声明を出し，またサントリーの佐治信忠

社長も「今後はサントリーグループとしてグロ－バルに成長を実現する世

界有数の総合酒類食品企業を目指す」とコメントした。両社の間で，「統

合比率や新会社におけるサントリーの創業家一族の権利などについて溝が

埋まらず，基本方針が一致しないまま交渉を続けては既存事業への影響が

大きい」と判断されたことによる。

今回，強い関心を集めていた麒麟麦酒とサントリーの統合交渉が白紙撤

回されたことは極めて残念であるが，わが国ビール業界が従来の内需型産

業から脱皮し，アジア太平洋地区を基盤とする世界的な食品メジャーを本

格的に志向することの重要性を強く意識する契機となったことは間違いな

い。少子化を背景に国内市場が縮小する半面，新興国の成長などにより，

原材料価格は中長期的に上昇が予想される。また，イオンやセブン＆アイ

・ホールディングスなど調達力を強める大手小売企業との交渉力の強化も

避けて通れない。広く日本食品業界全体が直面する諸問題を解決していく

上で，これまでの枠組みにとらわれない新たな企業再編の組み合わせが大

きく動き出し，他の大手メーカーの再編の呼び水となる可能性が益々高ま

ったものと思われる。

麒麟麦酒でも，統合破談直後の２月１０日にトップ交替が発表され，キ

リン HD の三宅占二副社長が社長に昇格，加藤社長は代表権のない会長

に就任する人事が３月末開催の取締役会で正式決定された。三宅新社長は

加等と同じ営業畑出身で，「のどごし＜生＞」をトップブランドに育てて

首位奪回に尽力した人物の一人でもある。社長交替の記者会見では，「ア

ジア・オセアニアのリーディングカンパニーが目標だから，総合飲料戦略

をスピードアップし，収益性を向上させるために M&A などのパートナ

ー探しを急ぐ」と語り，同社の今後の動向が注目されるところである。

日本ビール業界への警鐘

― ―６１



■ 麒麟麦酒１００年に見る日本ビール業界の課題

① 戦後のシェア競争激化時代における課題

日本ビール業界を代表する麒麟麦酒の１００年は，戦前期の４０年と戦後

期の６０年に大きく二分できる。戦前の麒麟麦酒は，外人コープランドの

個人経営スプリングバレー・ブリュワリーと香港法人 JBC を先駆的企業

として，１９０７（明治４０）年に岩崎家や三菱・明治屋関係者らによって麒麟

麦酒株式会社として設立されたことに始まる。その後，関東大震災や戦時

期の苦難を無事に乗り越えて順調な発展を遂げたが，常にシェア７０％を

占める強力なライバル会社大日本麦酒の圧力に屈し，シェア２０％前後の

二番手企業に終始していた。しかし，麒麟麦酒が一貫して堅持する「堅実

経営」と「品質本位」の二大理念が，大日本麦酒のような巨大な敵には奇

策や小細工では対抗できないとの認識から生じたものであることを銘記す

べきである。以下では，創業から終戦時までの戦前期に代えて，麒麟麦酒

の戦後６０年を主たる分析対象時期とする。

日本経済の戦後６０年は，①経済自立（１９４５－５４年）と高度成長前期（５５－

６４年），②高度成長後期（６５－７２年），③石油危機後の調整期（７３－８４年），

④円高不況とバブル期（８５－９０年），⑤バブル崩壊と失われた１０年（９１－

２０００年），⑥日本経済の構造変革期（０１－１０年）の以上６つに時期区分でき，

麒麟麦酒の戦後６０年は，①シェア拡張期（１９５１－８４年），②シェア第１次

・第２次衰退期（１９８４－２００１年），③シェア復活期（０１－１０年）の３つに時

期区分できる。図表１５は，麒麟麦酒の戦後におけるシェア変動とその諸

要因を一覧にまとめたものであるが，同社の経営トップは，戦後６０年間

で１０人の専門経営者によって継承されてきたことが明らかである。復興，

成長，調整，円高不況とバブル，バブル崩壊後の平成不況，構造変革期と

日本経済がめまぐるしく変動する各ステージで，麒麟麦酒の歴代経営者た

ちはどのような戦略を展開して激しいシェア競争時代を乗り切ったのであ

ろうか。
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１９４５年の終戦段階で，財閥解体により岩崎家，明治屋，磯野家一族の

手放した株式の大半が，銀行・証券会社等の金融機関や一般株主の所有に

帰し，麒麟麦酒の株主構成は大きく変化した。だがそれ以上に，日本ビー

ル業界の産業構造を一変させたのは，１９４７年に日本政府が GHQ の占領

政策の一環として「過度経済力集中排除法」を公布施行し，創業以来のラ

イバル会社大日本麦酒を日本麦酒と朝日麦酒に２社分割したことであった。

国内ビールの生産能力７０％台を集中する大日本麦酒の２分割は，一貫し

て競争上の弱者であった麒麟麦酒にとって創業以来最大の環境変化で，ビ

ール業界が３社に分割された１９４９（昭和２４）年に，ビール市場をめぐる３

社鼎立（日本麦酒３８．６％，朝日麦酒３６．０％，麒麟麦酒２５．３％）の自由競争時代

がスタートしたのである。

３３年間に及んだ麒麟麦酒のシェア拡張時代（１９５１－８４年）における第１

のトピックは，川村時代の１９５４（昭和２９）年，同社の庫出石数が設立以来

で初めて第１位をマークし，シェアが３７．１％と朝日麦酒の３１．５％，日本

麦酒の３１．３％を追い抜いたことである。第２は，日本経済が高度成長過

程に入り，麒麟麦酒はその後もシェア競争において勝者の地位を維持し続

け，１９６６年にシェア５０％台，１９７２年にシェア６０％台を確保し，遂に佐

藤時代の１９７６（昭和５１）年，シェアピークとなる６３．８％を獲得したこと

である。この２つの快挙を達成できた要因は，大日本麦酒の後継各社が戦

前期の「業務用ビールの成功神話」に固執したのに対し，麒麟麦酒は急成

長しつつあった「家庭用ビール需要」に対応した生産・販売・物流・広告

などの戦略を積極的に展開し，早くも時国時代の１９６０年代半ばまでに，

品質本位の「キリンラガー神話」を確立したことによる。

１９７３年のオイルショック，また１９７５－７７年の独占禁止法改正論議の下，

当時の佐藤社長は「量から質への転換」を新経営方針として設定し，特約

店網を有効活用する観点から食品分野への参入を決め，それもトマトジュ

ースと乳製品に的を絞った第１次多角化を推進した。次いで１９７８年の第
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２次オイルショックを経て，国内のビール市場は成熟度が一層顕著となり，

ビールだけに依存する経営ではもはや成長が望めないのは明らかだった。

そこで，小西時代の１９８１年に「長期経営ビジョン」を発表し，ライフサ

イエンス分野を戦略的事業として育成していく第２次多角化を展開した。

しかしながら，主力のビール事業では，慎重な商品開発，特約店に依存し

た販売体制，単品大量生産を前提とした製造・物流体制など，麒麟麦酒の

事業体制の問題点も次第に顕在化しつつあり，更に缶比率の上昇や宅配か

図表１５ 麒麟麦酒の戦後における

の
動
向

日
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済

経済自立と高度成長前期
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（出所）『キリンビールの歴史［新戦後編］』より作成。
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（１９５１―６６年）
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（６６―６９年）

高橋
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ら店頭購入へといった購買形態の変化によって，同社のシェア維持が次第

に困難となる状況も現出しつつあった。

麒麟麦酒における１７年間のシェア衰退時代（１９８４－２００１年）は，本山時

代の第１次衰退期と真鍋・佐藤（安）時代の第２次衰退期に２分できるが，

いずれも麒麟麦酒の「キリンラガー成功神話」の呪縛に基づく戦略ミスの

結果によるものと結論付けることができる。１９８５年のプラザ合意を契機

として急激な円高不況が進行し，日本政府は８７年頃に輸出から内需拡大

シェア変動とその要因分析
円高不況とバブル期

（８５―９０年）
バブル崩壊と失われた１０年

（９１―２０００年）
日本経済の構造変革期

（０１―１０年）

プラザ合意 バブル景気
（８５年） （８９年）

株式・土地バブル崩壊
（９１―９２年）

サブプライムローン
（０７年）

資源高とリーマンショック
（０８年）

麒麟麦酒のシェア衰退期

（１９８４―２００１年）

麒麟麦酒による

「キリンラガー成功神話」の呪縛

麒麟麦酒のシェア復活期

（２００１―２０１０年）

朝日麦酒による

「スーパードライ成功神話」の呪縛
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策に切り替えて「バブル景気」を創出しつつあった。また同じ８５年頃，

ビール各社は容器による新商品開発競争から中身の異なる新商品開発を進

め，ラガー・生・オールモルトといったカテゴリー時代への移行を鮮明に

していた。このような状況の中で市場に一大旋風を巻き起こしたのが，１９８７

年３月に朝日麦酒が発売した「スーパードライ」であった。この大型ヒッ

ト商品は各社を「ドライ戦争」に引き込んだが，麒麟麦酒のシェアは前年

の５６．４％から８７年５０．２％，８８年５１．１％，８９年４８．１％と年々低下した。

そこで本山社長は８９年に「フルライン戦略」を宣言し，同年に４種類の

新商品投入や「キリンラガービール」への名称変更による活性化策を試み

たが，ことごとく失敗する。これについて『日経ビジネス』（１９８９年６月

１９日号）は，「ドライの対応策を間違ったというだけではない。キリンが

ラガービールという『永遠のドル箱商品』に安住している間に，消費者の

多様化やライバル動向をつかむマーケティングパワーが弱まってしまった。

あまりの強さに内包する脆さを見落とした結果，“成功の復讐”に見舞わ

れている。」と指摘している。その後，１９９０年に発売した大型定番商品

「一番搾り」の成功によりシェアは一時的に下げ止まるが，社内ではラガ

ー至上主義の「ラガー派」と「一番搾り」の一層の育成を掲げる「フルラ

イン派」の分断を招く結果となった。

麒麟麦酒の第２次シェア衰退期は，１９９１年以降の地価・株価の下落に

よるバブル崩壊に加えて，１９９３年の総会屋に対する利益供与事件の発覚

により，１９９４年頃から始まった。特に経営トップの逮捕という事態にま

で発展した不祥事事件は，企業イメージと基幹商品「キリンラガー神話」

の崩壊により販売不振を招いたばかりでなく，社内で「ラガー派」の発言

力を強め，その後における戦略上の悪循環を生む元凶となった。真鍋社長

は１９９４年，深刻な販売不振を打破するために，ラガーに重点的資源配分

を行う「ラガーセンタリング作戦」を展開した。ラガー活性化を成功させ

ることがビール事業の命運を握ると考えたからであるが，朝日麦酒が「ス
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ーパードライ」に徹底的に集中する「フォーカス戦略」により販売攻勢を

かけていたため，シェアの低下に歯止めをかけることはできなかった。次

いで９６年，熾烈化するラガー対スーパードライの販売競争でトップブラ

ンドの座を死守する狙いで「ラガー生ビール化」を発表するが，これは顧

客の「キリンラガー」に対する不信感を招く最悪の結果となった。更に佐

藤（安）時代の９７年に「マルチブランド戦略」を発表するが，当然に「キ

リンラガー」の防衛は手薄となり，同年にラガーは課税数量ベースのシェ

アでトップブランドの座を「スーパードライ」に奪われた。翌９８年に発

泡酒の「麒麟淡麗＜生＞」を発売して快進撃となるが，発泡酒市場への参

入目的であった消費者ニーズの変化に対応して新カテゴリーの商品を発売

し，「スーパードライ」の勢いを抑え，ひいては麒麟麦酒の総売上高を増

大してトップシェアを防衛するという願いは，単なる願望で終わってしま

ったのである。そして遂に２００１年，発泡酒市場への参入では最後発とな

る「アサヒ本生」が発売された年，朝日麦酒はビール＋発泡酒の売上高シ

ェアが３８．７％となり，麒麟麦酒が１９５４年にビール業界のトップシェアを

初めて獲得してから約半世紀（４８年）ぶりに念願の首位の座を獲得し，麒

麟麦酒のシェアは３５．８％となって業界第２位に転落することとなった。

麒麟麦酒が，サブプライムローン問題・資源価格高騰・リーマンショッ

クなど「１００年に１度」といわれる世界的な景気後退の中で，僅か１０年

足らずの短期間のうちにトップシェアを奪還できたのは，朝日麦酒が「ス

ーパードライの成功神話」に固執したことによる。荒蒔社長は２００１年に

発表した「新キリン宣言」の中で，首位陥落が麒麟麦酒の「チャレンジャ

ー」としての姿勢を一層高めるきっかけとなり，また商品開発・生産・販

売・組織のあらゆる面から顧客本意の商品開発を目指すことを明らかにし

た。そんな麒麟麦酒のチャレンジが，２００５年に発売した第三のビール「の

どごし＜生＞」の成功で大きく花開くことになる。続いて加藤社長は２００６

年に発表した「KV2015」の中で，２０１５年には連結売上高３兆円，このう
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ち海外売上比率を約３割とし，酒類・飲料・医薬を主力としてアジア・オ

セアニアのリーディングカンパニーを目指すと宣言した。これは，「国内

事業基盤の強化」と「国際的食品メジャーへの転身」を二大目標とするも

ので，第１の目標は，２００９年のビール系飲料の課税済み出荷量のシェア

で麒麟麦酒が９年ぶりに首位に立って実現できた。朝日麦酒（シェア

３６．９％）はビール系飲料に占めるビールの比率が約７割（麒麟麦酒は４割）

と高く，看板商品の「スーパードライ」が第三に流れて苦戦したのに対し，

麒麟麦酒（シェア３７．５％）は急激な景気後退による節約志向の高まりで初

図表１６ アンハイザー・ブッシュ社の

の
動
向

ア
メ
リ
カ
経
済

戦後パックス・アメリカーナの
確立（５０年代）

黄金の６０年代
偉大な社会（６４年）
ベトナム「北爆」開始（６５年）
（７３年．和平議定書調印）

苦悩の７０年代
ニクソンショック（７１年）
変動相場制への移行（７３年）
二度のオイルショック（７３年．７８年）

ア
ン
ハ
イ
ザ
ー
・
ブ
ッ
シ
ュ
社

シ
ェ
ア
変
動

１９５０年 ６０年 ７０年 ７７年 ８０年
５．８３％ ９．５６％ １７．８３％ ２３．０１％ ２８．４２％

シェア拡張期 シェア停滞期 シェア再拡張期

社
長

オーガスト・A・ブッシュ Jr.

（１９４６―７５年）
オーガスト・A・ブッシュⅢ

（１９７５―２００５年）

経

営

戦

略

と

新

商

品

シ
ェ
ア
三
〇
％
台

（８１年）

→─
Ａ
Ｂ
イ
ン
タ
ー
ナ
シ
ョ
ナ
ル
社

（８１年）

（多角化・
国際化）

イ
ー
グ
ル
・
ス
ナ
ッ
ク
社

（７８年）

「
ブ
ッ
シ
ュ
・
ビ
ー
ル
」

（７８年）

「
ミ
ケ
ロ
ブ
・
ラ
イ
ト
」

（７８年）

（製品多様化）

「
ナ
チ
ュ
ラ
ル
・
ラ
イ
ト
」

（７７年）

初
の
シ
ェ
ア
低
下

（７６年）

→─
社
内
初
の
造
反
劇
（
７４
―
７５年
）

競
合
品
「
ミ
ラ
ー
・
ラ
イ
ト
」

（７３年）

シ
ェ
ア
二
〇
％
台

（７３年）

→─
６０
年
代
↓
５０
年
代
の
成
功
戦
略
を
継
承

ブ
ッ
シ
ュ
・
ガ
ー
デ
ン
開
設

（５９年）

ト
ッ
プ
シ
ェ
ア
獲
得

（５７年）

→─

「
ブ
ッ
シ
ュ
・
バ
ー
バ
リ
ア
ン
」

（５５年）

セ
ン
ト
ル
イ
ス
・
カ
ー
デ
ィ
ナ
ル
ス
の
買
収

（５３年）

ニ
ュ
ー
ウ
ォ
ー
ク
工
場

（５３年）

（出所） 山口一臣稿「米国ビール業界の巨人：アンハイザー・ブッシュ社――栄光と挫折
成城大学『経済研究』第１８８号より作成。

シェア
２１．２９％

シェア
１９．０７％

シェア
３０．３８％シェア

７．１８％
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めてビールの比率が５０％を割り込む中，トップシェア奪還を牽引した「の

どごし＜生＞」の好調が消費者を囲い込み，朝日麦酒を振り切ったことが

明らかである。第２の目標である「国際的食品メジャーへの転身」は，強

い関心を集めた「キリン・サントリーの統合交渉」が破談したことにより，

今後の重点課題として残されることになった。

図表１６は，米国ビール業界を代表するアンハイザー・ブッシュ社の戦

後におけるシェア変動とその諸要因を一覧にまとめたものであるが，これ

と麒麟麦酒を対比して両社の相違点と類似点を明らかにし，その上で，日

戦後におけるシェア変動とその要因分析

停滞の８０年代
レガノミックス（８１年）
プラザ合意（８５年）
ブラックマンデー（８７年）

繁栄の９０年代
湾岸戦争（９１年）
IT ブームと株価連動景気（９６年）

混乱と激動の２０００年代
IT バブル崩壊（２０００年）
同時多発テロ（０１年）
イラク戦争（０３年）
サブプライムローン（０７年）とリーマンショツク（０８年）

８５年 ９０年 ９５年 ２０００年 ０５年 ０６年 ０７年
３８．２０％ ４５．８１％ ４７．６５％ ５４．０４％ ４９．５％ ４９．５％ ４８．５％

一人勝ち時代 一人勝ち時代
（シェア４０％台） （シェア５０％台）

オーガスト・A・ブッシュⅣ
（２００６―０８年）

ア
ン
ハ
イ
ザ
ー
・
ブ
ッ
シ
ュ
社
の
消
滅

→─
イ
ン
ベ
ブ
社
に
よ
る
統
合

（０８年）

シ
ェ
ア
五
〇
％
台

（９７年）

→─
セ
ン
ト
ル
イ
ス
・
カ
ー
デ
ィ
ナ
ル
ス
と
ブ
ッ
シ
ュ
・
ス
タ
デ
ィ
ア
ム
の
売
却

（９６年）

イ
ー
グ
ル
・
ス
ナ
ッ
ク
社
と
キ
ャ
ン
ベ
ル
・
タ
ガ
ー
ト
社
の
売
却

（９５年）

（選択と集中）

「
ト
ー
キ
ン
グ
・
フ
ロ
ッ
グ
」

（９５年）

に
よ
る
広
告

ク
ラ
フ
ト
・
ブ
リ
ュ
ワ
リ
ー
の
レ
ッ
ド
ホ
ッ
ク
社
、
買
収

（９４年）

シ
ェ
ア
四
〇
％
台

（８７年）

→─
シ
ー
・
ワ
ー
ル
ド
社
の
買
収

（８９年）

キ
ャ
ン
ベ
ル
・
タ
ガ
ー
ト
社
の
買
収

（８２年）

「
ス
パ
ッ
ド
・
マ
ッ
キ
ン
ジ
ー
」

（８７年）

と
「
バ
ド
・
ボ
ウ
ル
」

（８９年）

に
よ
る
広
告

（多様化と多角化）

「
バ
ド
・
ラ
イ
ト
」

（８２年）

全
国
ブ
ラ
ン
ド
（１１）
と
輸
入
ブ
ラ
ン
ド
（３）
の
発
売

の１５０年――」

シェア
４１．９７％

シェア
５０．０１％
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本ビール業界のシェア競争激化時代における課題を提示しておきたい。

両社の相違点の第１は，麒麟麦酒では戦後６０年間に１０人の専門経営者

が登場して「短期統治」であったのに対し，アンハイザー・ブッシュ社で

は３人の同族経営者による「長期統治」であったことである。米国ビール

会社は第２次大戦終了時まで同族経営が数多く見られたが，アンハイザー

・ブッシュ社ではそれが戦後も継承され，麒麟麦酒の「積極経営」に対し，

経営は保守的で，事業を拡大していくことよりも「現状維持」が重視され

た。両社相違点の第２は，麒麟麦酒ではシェア拡張期，衰退期，復活期と

推移して，熾烈な国内競争環境の下で「トップシェア企業の交替」が見ら

れたが，アンハイザー・ブッシュ社では，競合品「ミラー・ライト」の出

現や社内初の造反劇により７０年代後半に一時的なシェア低下も見られた

が，同社のシェアは一貫してトップの地位を維持し続け，特に８０年代と

９０年代にはそれぞれ４０％台，５０％台を獲得して「一人勝ち時代」を築い

たことである。両社相違点の第３は，図表１７に見るように，麒麟麦酒が

「多角経営」に積極的であったのに対し，アンハイザー・ブッシュ社は売上

高の８０％近くがビール事業に依存（２００６年）した「専業経営」であった

ことである。これは，麒麟麦酒が２度のオイルショック時に第１次・第２

次の多角化を推進し，その後もそれを拡大していったのに対し，アンハイ

ザー・ブッシュ社では１９５０年代から始まる多角化事業を９０年代には次々

に売却してビールと娯楽事業に集中し，経営の保全を図ったことによる。

両社の類似点の第１は，「品質重視」と「製品多様化」がビール事業に

おける共通した成功戦略であったことを指摘できる。アンハイザー・ブッ

シュ社（「バドワイザー」）は，品質とイメージを維持しながら事業を拡大し，

品質に自信があれば価格を高めにしても並み以上の利益を稼げるとの方針

を堅持し，その結果，同社製品に対して “The Great American Lager”（「ア

メリカの No. 1ビール」）の称号を勝ち取ることができた。同様に麒麟麦酒

においても，「堅実経営」と伴に「品質重視」は戦前からの同社の基本理
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念であり，これが戦後期を通じた経営基盤となる「キリンラガー神話」の

確立に貢献したと云える。第２の類似点は，両社とも「国内ビール市場の

獲得」に執着したことであり，このことが最大の問題点として指摘できる。

米国ビール会社は，どこも初めは大衆向けのビールを地元の市場や地元住

民の嗜好に基づいて販売する地域ビール会社であったが，その中から全国

展開したビール会社が生まれた。しかし，ビール業界に属するメーカーの

栄枯盛衰は激しく，戦後６０年においても上位メーカーは大きく入れ替わ

った。１９５０年の業界トップ１０のうち現存する企業は３社のみで，ミラー，

クアーズのほかアンハイザー・ブッシュ社は２位に大きく水をあけて第１

位を占めていた。しかし図表１７に見るように，断トツ首位のアンハイザ

ー・ブッシュ社がビール売上の大半を「北米市場に限定」していたため，

結果的に２００８年，他国のインベブ社に統合買収されて実質的に消滅する

ことになった。国内競争が米国以上に熾烈であった日本ビール業界にとっ

てのこれによる教訓は，麒麟麦酒をはじめとする各社が国際的ビール会社

の非買収対象企業となることを回避するためにも，「グローバル市場での

競争力強化」が今後の緊急課題として提示されたということである。

図表１７ 麒麟麦酒とアンハイザー・ブッシュ社の
財務情報と事業部別売上高の対比（２００６年）

（単位：左欄／１００万円． 右欄／１００万ドル）

麒 麟 麦 酒 アンハイザー・ブッシュ社

純売上高
営業利益
純利益

酒類事業

飲料・食品事業
医薬事業
その他事業

純売上高

１，２６３，６２５
１１６，３５８
５３，５１２

６９６，９８６

３９２，７２９
６７，２４５
１０６，６６４

１，２６３，６２５

１００分比（％）
５５，１

５５，１
３１．０
５．３
８．４ ４４．７

１００．０

Net Sales

Operating Profit

Net Profit

Beer-USA

Beer-International

Packaging

Entertainment

Corporate & Eliminations

Net Sales

１５，７１７
２，５２１
１，９６５

１１，３８８
９９８
１，６６６
１，０８５
４８６

１５．７１７

１００分比（％）
７２．４
６．３ ７８．７
１０．５
６．９
３．０ ２０．４

１００．０

（出所） 麒麟麦酒株式会社の有価証券報告書（２００６年度）および KIRIN Data Book, 2008,
p. 8と Anheuser-Busch, Inc., Company Factfile, 2007. p. 5 より作成。
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② M&A によるグローバル競争時代における課題

麒麟麦酒は，実は海外進出にも積極的で，いまやキリンブランドのビー

ルは，アメリカ，ヨーロッパ，中国，ロシアなど世界各地に広がり，現地

生産も進んでいる。海外展開は今後の同社の成長にとって不可欠な戦略で

あることは云うまでもないが，麒麟麦酒の国際化はすでに明治の頃から始

まっていた。１８８８（明治２１）年に発売された「キリンビール」は，朝鮮，

ウラジオストック，天津，山東から上海，香港，福州，さらにマニラ，サ

イゴン，シンガポール，バタビア，コロンボ，カルカッタまで輸出されて

おり，１９０３（明治３６）年の内国勧業博覧会において「ビール輸出の魁（さ

きがけ）」として表彰されたほどであった（『麒麟麦酒株式会社五十年史』）。

その後，第１次大戦による好況は麒麟麦酒の新たな展開を可能にし，東

南アジアに勢力を持っていたヨーロッパ系のビールが後退したため，日本

からの輸出が急増した。１９０７年に誕生した麒麟麦酒は，輸出を含めた一

手販売契約を明治屋と締結したが，同社の磯野長蔵（後に麒麟麦酒の社長・

会長）は１９１６（大正５）年，海外視察報告の中で中国，東南アジア，イン

ドなどのビール市場の将来性を強調した。麒麟麦酒の神崎工場（のちの尼

崎工場）が１９１８年に完成するが，これは国内ビール消費量の拡大により

生産能力の増強が課題となったことに加えて，この磯野報告を受けて具現

化したとも云われている。

図表１８は，麒麟麦酒の戦後における海外ビール事業を一覧にまとめた

ものであるが，同社の国際化が１９７０年代から本格化したことが明らかで

ある。麒麟麦酒のアメリカでの本格的事業展開は，１９７４（昭和４９）年，ア

メリカ市場へのビール販売拡大を目的としたチェリー商会（ハワイ）の株

式取得に始まった。次いで１９８３年５月，アメリカにおける事業展開の拠

点としてキリン USA 社をニューヨークに設立し，アメリカにおけるビー

ルに関するビジネス活動を同社の下に一元化した。その結果，日系のレス

トラン・食料品店を中心に販売量は着実に伸び，対米輸出量は１９８４年に
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６，７００キロリットルにまで達し，日本製ビールの４５．８％を占めるように

なった。更に１９８７（昭和６２）年２月，コスト・鮮度の点で長年の課題であ

った全米のキリンビール需要に対応できる供給体制を現地において確立す

るため，カナダの大手ビールメーカーであるモルソン社と協力関係を約束

する基本合意書を締結し，同社のモントリオール，バンクーバー両工場で

アメリカ向けキリンビールの生産が始まった。その後，１９９７（平成９）３月

末でモルソン社との提携関係が終了する一方，１９９６年７月，アンハイザ

ー・ブッシュ社との合弁会社キリンブリュワリー・オブ・アメリカ社を設

立し，翌年からキリンブランド商品の製造が始まり，全米に張り巡らされ

ているアンハイザー・ブッシュ社の特約店網を通じて販売活動を開始した。

アメリカに次ぐ海外拠点として，１９７０年代半ばから懸案となっていた

ヨーロッパへの進出もようやく具体化し，１９８３（昭和５８）年１０月，西ド

図表１８ 麒麟麦酒の海外ビール事業（戦後）

年 海外ビール事業の展開

１９７４（昭和４９）
１９８３（昭和５８）

１９８７（昭和６２）
１９８９（平成元）
１９９１（平成３）
１９９２（平成４）
１９９５（平成７）
１９９６（平成８）

１９９８（平成１０）
２００２（平成１４）
２００４（平成１６）
２００７（平成１９）

チェリー商会（ハワイ）の株式取得
キリン USA 社の設立
西ドイツ デュッセルドルフにヨーロッパ駐在員事務所を開設
モルソン社（加）との提携
香港サンミゲル社との提携
キリンヨーロッパ有限責任会社をデュッセルドルフに設立
チャールズ・ウェルズ社（英）との提携
瀋陽ビール社と委託生産契約を締結
珠海ビール社の買収
キリンブリュワリー・オブ・アメリカ社の設立
ライオンネイサン社（オーストラリア）の４６％の株式取得
サンミゲル社（フィリピン）の４８．３９％の株式取得
麒麟（中国）投資有限公司を上海に設立
ナショナルフーズ社（オーストラリア）の買収

（出所）『キリンビールの歴史［新戦後編］』pp.163-166. 233–235. 293-294. 357-360. 川上清
市・永井隆・佐治広著『キリンビール』出版文化社新書．２００８年，pp. 60-69. 137-
139より作成。
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イツのデュッセルドルフにヨーロッパ駐在員事務所が開設された。その後

１９９１（平成３）年１０月，デュッセルドルフに欧州各国への販売を担当する

現地法人キリンヨーロッパ有限責任会社を設立し，また現地生産拠点の確

保は１９９２年７月，イギリスの伝統あるビールメーカー，チャールズ・ウ

ェルズ社との提携によって実現した。

アジア市場での需要は低価格ビールに集中していたため，日本からの輸

出ビールは採算に合わず，麒麟麦酒の輸出活動は概して活発さを欠いた状

態で推移し，欧米市場などに比べて立ち遅れていた。しかし，劣勢を挽回

するため１９８３（昭和５８）年，香港，シンガポールをアメリカと並ぶビール

の重点輸出市場として位置づけ，まず市場開拓の推進による輸出拡大を図

り，一定規模の販売量を確保した時点で現地生産による採算事業化へ移行

させるという戦略構想をまとめた。現地の情勢や市場動向に対応した適切

な施策と，マーケティング活動は着実に効果をあげ，１９８８年のアジア向

け輸出は約２，１００キロリットルに達し，日本製ビールでは前年第１位だっ

た朝日麦酒と並んだ。その一方では，現地生産についての検討も鋭意進め

られ，これは１９８９（平成元）年６月の香港サンミゲル社との提携によって

実現した。

アジアのもう１つの大型市場中国では，経済成長のテンポと足並みを揃

えるようにビールの消費量は急増し，需要に供給が追いつかないという状

態が続いていた。こうした中，麒麟麦酒は１９８４年度から北京，大連，上

海，天津などの主要都市を対象に２万ケース程度の製品輸出を開始し，

１９８８年には従来から輸出業務を委託している三菱商事と新たな業務委託

契約を結び，対中輸出力の強化を図っていくことになった。その後，中国

のビール市場は毎年二桁増のペースで拡大を続け，１９９３（平成５）年には

年間消費量約１，２００万キロリットルとなり，アメリカに続く世界第２位の

ビール消費国になった。そこで１９９５（平成７）年４月，中国第２位の製造

能力を持つ瀋陽華潤雪花�卑酒有限公司（瀋陽ビール社）と東北三省（黒龍江
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省，吉林省，遼寧省）での「キリンビール」のライセンス生産・販売と，そ

れ以外の地域向け製品の委託生産契約を結んだ。南部の上海，広州の大市

場の攻略は，設備も優れている広東省珠海経済特区珠海�卑酒廠（珠海ビー

ル社）の買収によって進めた。１９９６年に台湾の大手食品メーカー統一企業

公司と合弁で珠海麒麟統一�卑酒有限公司を設立し，珠海ビール会社から資

産と営業権を買い取り，キリンビールの製造・販売を開始した。これ以後，

国内酒類市場の成熟化を受けて，成長する中国市場での拠点拡大やアジア

・オセアニア市場をターゲットにした M&A も積極的に展開していった。

１９９８（平成１０）年には，豪州ビール市場の約半分を占めるオーストラリア

のビール会社ライオンネイサン社の４６％の株式を取得，２００２（平成１４）

年にはフィリピンの食品大手サンミゲル社の４８．３９％の株式を取得した。

さらに，２００４（平成１６）年には中国事業全体を統括する麒麟（中国）投資

有限公司を上海に設立して中国市場への展開を強化し，また２００７年には，

乳飲料や果実飲料を手がけるオーストラリアのナショナルフーズ社の買収

でも合意した。

しかしながら，麒麟麦酒のこうした積極的な海外戦略の展開にもかかわ

らず，日本ビール会社各社は，世界ビール業界の中では極めて「小規模な

企業」に止まっていることが明らかである。世界のビール業界で業界再編

が相次いだ結果，日本のビール会社は規模で大きく見劣りするようになっ

た。１９９０年代半ばには販売数量で世界第５－６位だった麒麟麦酒は，２００６

年には海外グループ企業を加えても第１３位で，世界首位と麒麟麦酒の販

売量の差も約３倍から６倍にまで開いた。図表１９は，２０００－０７年におけ

るグローバル・ビール・ブランド企業の世界的シェアの推移を示したもの

であるが，０７年次で朝日麦酒は１．７％（１３位），麒麟麦酒は１．３％（１５位），

サントリーは０．８％（２１位），サッポロビールは０．５％（３５位）であった。

しかし，世界再編が日本に及ぶとの見方は少ない。ビールに課される税率

の高さや激しい価格競争もあり，日本のビール会社の利益率は世界大手に
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図表１９ グローバル・ビール・ブランド企業の世界的シェアの推移
（％）

２０００ ２００１ ２００２ ２００３ ２００４ ２００５ ２００６ ２００７

InBev

SABMiller Plc

Anheuser–Busch Cos Inc

Helneken NV

China Resources Enterprise Co Ltd

Baltic Beverages Holding AB (BBH)

Modelo SA de CV, Grupo

Tsingtao Brewery Co LTD

Molson Coors Brewing Co

Carlsberg A/S

Beijing Yanjing Brewery Co Ltd

FEMSA (Fomento Economico Mexicano SA de CV)

Asahi Breweries Ltd

Scottish & Newcastle Plc

Kirin Holdings Co Ltd

Anadolu Group

Diageo Plc

Primo Schincariol Industria de Cervejase Refrigerantes SA

Empresas Polar CA

San Miguel Corp

Suntory Ltd

Guangzhou Zhujiang Brewery Group Co Ltd

Oetker-Gruppe

Henan Jinxing Brewery Group

Foster’s Group Ltd

Thai Beverage PCL

Hite Brewery Co Ltd

Grupe Mahou-San Miguel

Obolon ZAT

Chongqing Brewery Co

UB Group

S & P Co

Boon Rawd Brewery Co Ltd

Lion Nathan Ltd

Sapporo Holdings Ltd
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（出所） Alcoholic Drinks : Euromonitor from trade Sources / national statistics, 2008, p. 1.
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比べて低く，インベブのような国際企業の買収対象にはならないとの見立

てによる。

とはいえ，日本勢も人口が減る国内のビール市場に頼るだけでは生き残

りは難しい。このため国内大手は多角化や国際化を目指した M&A を加

速し，麒麟麦酒は０６年以降，協和発酵，豪乳業大手のナショナルフーズ

などを傘下に収め，朝日麦酒も和光堂の買収やカゴメとの資本・業務提携

などに踏み切った。本業のビールでは，アジアへの事業展開が今後の重要

課題となる。朝日麦酒は，同業世界第９位のカールスバーググループ（デ

ンマーク）と海外販売で提携し，２０１０年１月からまず香港でカールスバー

グの営業網を活用して「スーパードライ」を販売，今後は他の国や地域で

も提携拡大を検討している。だが欧米勢は中国や東南アジアでも M&A

を加速しており，２００８年にインベブがアンハイザーを経営統合した最大

の狙いがアジアにあったことは云うまでもない。図表２０は，食品・酒類

企業の主な国内外の業界再編を一覧にまとめたものであるが，特に米国ビ

ール業界の上位３社（アンハイザー・ブッシュ，ミラー，クアーズ）が，他国

のビール会社による M&A 戦略で事実上消滅し，当該事業が内需型産業

を脱してグローバル競争時代に突入したことを証明している。インベブや

SAB ミラー，アンハイザー・ブッシュといった世界の列強は，大規模な

M&A をテコに陣地確保を急ぐという戦略が明確で，日本企業は世界的な

ビール業界再編の波が吹き荒れる中で，彼らとどのように競争していくか

が重要な課題となる。

「海外市場の開拓」がきわめて重要なキーワードで，事実，麒麟麦酒は

海外事業の売上高比率を０６年１２月期の１８％から０９年には２２％，１５年

には３０％が目標で，朝日麦酒も今後３年間で３．９％から４．４％に引き上

げる計画だ。一度国内シェア競争で辛酸を味わった麒麟麦酒が，長期ビジ

ョンでアジア・オセアニアでのリーディングカンパニーを目指して，「食

と健康」領域でグループの存在感を高めることを目標として掲げている。
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ただ２０１０年１月末に，米クラフト・フーズが英キャドバリーを総額約１１９

億ポンド（１９６億ドル）で買収することで合意し，売上規模５００億ドル（約

４兆７，０００億円）の世界最大規模の製菓会社が誕生するなど，食品の国際的

図表２０ 食品・酒類業界の主な国内外再編

２
０
０
０
年

米食品・たばこ大手のフィリップ・モリス（現アルトリア），
米食品大手のナビスコ HD を１４９億ドルで買収し，傘下
のクラフト・フーズと統合

米食品大手のゼネラル・ミルズ，「ハーゲンダッツ」で知
られる米ピルズベリーを１０５億ドルで買収

０２
年

SAB がミラーを買収して，世界第２位のビール会社 SAB

ミラーを設立

０４
年
ベルギーのビール大手，インターブリュー，同業でブラジ
ルのアンベブを９２億ユーロで買収。新社名はインベブに

０５
年
アドルフ・クアーズ（米）とモルソン（加）が合併して世
界第５位のビール会社モルソン・クアーズを設立

０７
年

水産大手のマルハグループ本社とニチロが経営統合しマル
ハニチロ HD に

キリン HD，医薬品大手の協和発酵を約３，０００億円で買収

キリン HD，豪乳業大手のナショナルフーズを約２，９００億
円で買収

０８
年

インベブ，同業の米アンハイザー・ブッシュを５２０億ドル
で買収し，ビール世界最大手のアンハイザー・ブッシュ・
インベブが誕生
SAB ミラーとモルソン・クアーズがミラー・クアーズを
設立

０９
年
明治乳業と明治製菓が経営統合し，明治ホールディングス
が発足

１０
年

アサヒビールが同業世界大手カールスバーググループ（デ
ンマーク）と海外販売で提携

米クラフト・フーズが英キャドバリーを総額約１１９億ポン
ド（１９６億ドル）で買収

（出所） 日本経済新聞，２００９年７月１３日などにより作成。
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な M&A は麒麟麦酒を一挙に飲み込みかねない規模にある。国際的な食

品 M&A の中で，麒麟麦酒は買い手側になれるのか。規模で劣る同社が

有力食品企業の争奪戦を勝ち抜くのは容易ではなく，サントリーとの統合

交渉が破綻した今こそが正念場と云えよう。
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